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ＴＮＦＤ（自然関連財務情報開示タスクフォース）は2023年9月18日にＴＮＦＤ開示提言正式版を公表した。本稿では、正式版による開示
を始めるにあたり、対応上の重要なポイントや、バリューチェーンにおける取り組みのポイント、TNFD開示提言の測定指標と目標の
設定等について、ＴＮＦＤタスクフォースメンバーとして開示提言の開発に貢献した農林中央金庫の秀島氏とＭＳ＆ＡＤインシュアランス 
グループ ホールディングスの原口氏に対談形式でお話いただいた。

株主至上主義が主流だった時代から一転、現在ではステークホルダー資本主義が金融・株式市場で台頭し、サステナブル投資の国内
残高が2022年3月末時点で総運用資産残高の61.9％を占める等、日本企業や金融市場におけるサステナビリティの存在感が高まって
いる。本稿では、りそなアセットマネジメント株式会社ＣＳＯの松原稔氏に、非財務情報をはじめとする近年の企業情報開示について投
資家の立場からの見解をうかがった。

近年、「企業内容等の開示に関する内閣府令」改正によって、有価証券報告書における「第2 事業の状況」の記載充実度に対する投資家
や上場企業の注目度が高まっている（2019年1月「事業等のリスク」の充実化、2023年１月「サステナビリティ関連情報の新設」）。本稿で
は、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研が日経225構成企業の最新の有価証券報告書を対象に実施した「事業等のリスクの開示充実度分析」
の結果概要を紹介し、背景にある課題について考察する。

福祉避難所は、高齢者や障害者等の災害時に特別の配慮を要する者に対して開設される、介護や医療にかかる人員や設備を備えた避
難所を指し、福祉避難所の確保はその指定を行う自治体の急務とされている。ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研では、福祉避難所の確保お
よび質向上における課題とその要因を明らかにすること目的として、2022年度に自治体と福祉避難所の双方に対してアンケート調査を
行った。本稿では、その調査結果の一部を紹介するとともに、福祉避難所の量的・機能的課題を考察する。

日本の総人口は減少傾向にあるが、高齢者は増え続けており総人口の減少ペースは緩やかである。ただし、将来的には高齢者も減り始
めるため、人口減少ペースは加速することから急速な社会変革が求められている。本稿では、日本における少子高齢化の現状を解説す
るとともに、人口減少がもたらす未来について、顕在化する問題や人口減少社会における恩恵の可能性について触れ、人口減少社会を
正しく理解し、正しく備えるという観点から考察する。
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要旨
▪2023年9月18日にＴＮＦＤ開示提言正式版が公表された。ＴＮＦＤタスクフォースメンバーとして開示提言の開発に貢献

したＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングスの原口ＴＮＦＤ専任ＳＶＰと農林中央金庫の秀島エグゼク
ティブ・アドバイザー両氏に今後の対応のポイントをうかがった。

▪ＴＮＦＤへの対応としては、初めからすべての項目について完全な開示を目指す必要はない。例えば、バリューチェーン
に関する評価は、経営リスクを及ぼす恐れのあるところから優先的に地域を特定する等、まずは自社の自然関連の依
存とインパクトを十分に理解しリスクや機会の評価につなげることをお勧めする。

▪ＴＮＦＤ開示は2028年ごろまでには主流化すると予測されるが、競合会社の自主的早期開示の可能性、サプライヤーへの
情報開示依頼、自社サプライチェーン強化、競争上の優位性の確保という観点から今から取り組みを開始することを推
奨する。

ＴＮＦＤ（自然関連財務情報開示タスクフォース）は2023年
9月18日にニューヨーク証券取引所で、ＴＮＦＤ開示提言正式
版を公表した。本提言はＴＣＦＤと同様に「ガバナンス」、「戦
略」、「リスクとインパクトの管理」、「測定指標とターゲット」の4
本柱と14の開示提言で構成される（次頁図1）。ただし、自然特
有の課題を踏まえて、ＴＣＦＤ(気候関連財務情報開示タスク
フォース)と比較して一部の開示提言が追加、修正されている。

ＴＮＦＤタスクフォースメンバーとして開示提言の開発に貢
献したＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングス
の原口ＴＮＦＤ専任ＳＶＰと農林中央金庫の秀島エグゼクティ
ブ・アドバイザー両氏に対談形式で今後の対応のポイントをう
かがった。

 

１．ＴＮＦＤ対応上の重要なポイント

Q.2023年9月、ＴＮＦＤ開示提言正式版が公表されました
が、一番重要なことを挙げるとすれば、どのようなことで
しょうか。また、何から着手すべきでしょうか。

原口　ＴＮＦＤ開示提言正式版が公表されましたが、開示提言
に盛り込まれた14項目すべての開示準備にいきなり取りかかる
必要はありません。まずは、自社組織内で自然関連課題を把握
するために、しっかりリスクを評価し、理解することを優先してく
ださい。

自社事業が自然にどのように依存し、どのようなインパクト
を与えているか、またそこから導き出されるリスクや機会が何
であるかを見いだすことが、ＴＮＦＤに基づく開示に臨むための
重要な作業です（次頁図2）。また、ＴＮＦＤは自然関連課題を
把握するための共通の物差しでありツールです。このＴＮＦＤを
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【図2】自然への依存・インパクトの評価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（MS&ADインターリスク総研作成）

【図1】開示提言　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（出典：「TNFDの提言のエグゼクティブサマリーv1.0」日本語版）

ＴＮＦＤ
対
応
上
の
ポ
イ
ン
ト



3　RMFOCUS Vol.88 〈2024 Winter〉

使って自社事業と自然との関連をしっかり評価するところから
始めてください。

秀島　ＴＮＦＤ開示提言正式版が最終形ではありません。その
ことは、開示指標として挙げられている15のグローバル中核指
標（含む気候変動）以外に、科学の進展を待って仮置きしている

（プレースホルダー）指標があることからも分かります。
つまり、開示する提言自体が今後も進化・拡充することが見

込まれるため、開示内容についても最初から完成形を求めるの
ではなく、まず始めることが重要と言えます。

原口　開示提言の最終形が出る前に対応すると、その作業が
無駄になると思われている方がいますが、ＬＥＡＰ注1）（図3）の
ガイダンスにあるとおり、自社内のリスクアセスメント注2）は、一
足飛びにできるものではありません。したがって、今後追加ガイ
ダンスが出たり、科学や技術の進化でデータやツールが揃って
きたとしても、それまでに対応したことは無駄にはなりません。

対応を始めておくことにより、様々な追加情報が出てきた場
合にも、開示対応の精度を上げることができます。一方で、完成
形を待って対応を始めると、膨大な作業となり既に開示に取り
組んでいる企業に比べ、圧倒的に開示対応が遅くなります。 

秀島　ＬＥＡＰガイダンスについて一言付言しておくと、ＬＥＡ
Ｐを必ず実施しなければならないということではありません。例
えば、既にＴＣＦＤの開示をしている企業は、気候を自然に置き
換えることで、「ガバナンス」A、Bは比較的容易に対応できる可
能性があります。自社の直接操業が自然と深く関わっていない
企業で、上流・下流のバリューチェーン注3）が自然と深く関わっ
ている企業は、ＬＥＡＰから始めることは難しいと感じる可能性
もあります。一方で、自社の直接操業が自然と深く関わっている
企業はＬＥＡＰから入ることが進めやすいと思います。取り組み
やすいところから始めることをお勧めします。

原口　「ガバナンス」A、Bは手を付けやすいですし、かつ非常に
意味があります。ＬＥＡＰを実施する場合も、社内に十分な人
的、金銭的リソースが配分され、関連部門の協力がないとでき
ないため、取締役会の了承を得ておくと対応しやすくなるため
です。

【図3】LEAP　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （出典：参考文献1）を基にMS&ADインターリスク総研仮訳）
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２．バリューチェーンにおける
取り組みのポイント  

Q.バリューチェーンにおける取り組みはどのように進めれ
ばよいでしょうか。

原口　事業会社は、工場等「直接操業」の場所を把握しており、
特に国内工場では、インパクトドライバー注4）である水の利用や
汚染物質の排出について、詳細なデータを取得していることが
多いです。したがって、特に製造業では、「直接操業」のＬＥＡＰ
から実施されることが現実的なアプローチだと考えます。

秀島　金融機関の場合は、直接操業よりも投融資先や保険引
受先等の取引先にあたる下流を見ることが重要です。金融のセ
クターガイダンスにも記載のとおり、自然への依存やインパク
トが大きいセクターから確認し、それぞれのセクターがどのよ
うに自然に関わっているかについて少しずつ理解を深めていき
ます。その際の注意点として、取引先におけるインパクトドライ
バーは、原材料調達等の上流や販売等の下流によって異なる
可能性があるということです。例えば、水や土地利用は上流に
関連することが多く、プラスチックは包装等で使用されるため
下流に属することが多くなります。したがって、インパクトドライ
バーごとに上流、下流のどの部分に関わりがあるのかを考える
必要があります。

お客さまに製品を販売した後の段階（下流）で、自然へのイ
ンパクトをコントロールすることは難しいですが、自社において
販売前の段階で包装量を減らしたり、包装材料を変えたりする
ことはできます。自然への負のインパクトを減らすよう、サプライ
ヤー等（上流）に働きかけたり、販売等（下流）の前に自社で対
応することが必要です。繰り返しになりますが、すべてを一度に
始めようとするのではなく、自社にとって重要な部分を絞って、
対応できるところから始めていくというアプローチが重要です。

原口　上流・下流のバリューチェーンに関する評価で一番重要
なことは、経営リスクを及ぼす恐れのあるところから優先的に
地域を特定していくことです。開示提言β版によるパイロットの
段階では、関係の深いTier1注5）や既に詳細なデータを持ってい
るサプライヤー等の地域で「練習する」ことをＴＮＦＤは推奨し
ていましたが、正式版では、優先地域の特定というあるべき本
来のアプローチを求めています。

例えば、自社製品がお客さまや販売代理店に渡った後等の
下流においては、自然への影響は分らないことが多いですが、
結果的に自社の事業に悪影響を及ぼすかもしれません。した
がって、自社ではリスクがよく分かっていないが怪しいと思われ
るところを深掘りするのです。

食品業界におけるパームオイルや建設業界における木材の
ように、一般的にリスクが高いといわれているものは、もちろん

きちんと取り組む必要があります。一方で、データを取得しにく
い場合には、業界平均のデータ、代理データ注6）等を活用して
バリューチェーン上のリスクを推定することができます。なお、
自然への依存やインパクトがない部分を開示しても、投資家に
とってはリスクや機会となる情報ではないため、彼らの意思決
定に影響しません。

秀島　先ほど、上流、下流についてはデータがあるからという
理由で優先して始めないでくださいとの話が出ましたが、重要
と思われる範囲を絞り、その中でデータがあるところから手を
付けていくこともひとつの方法です。ただし、それで終えるので
はなく、データが無い部分についても見落とさないよう次の対
応を明確化しておくことが重要です。

原口　リスクが高いと想定されるがデータがとれない地域より
も、ある程度リスクが想定されてデータがある地域を先に調べ
ることは、ＴＮＦＤ対応に慣れるという意味では意義はあると思
います。

最終的には、開示した内容が報告書の利用者(金融機関や
投資家等)にとって、投融資判断に使える情報となっている必要
があります。特に、事業会社では、非常に緻密かつ網羅的に開
示を目指す傾向がありますが、情報量だけあってもあまり意味
をなさない可能性がある点には注意していただきたいと思いま
す。最終的に報告書の読み手にとって、必要十分であることが
重要です。

秀島　ＴＮＦＤのバリューチェーンガイダンスでは、上流、下流
について調べなければならないのは自然だけではなく、人権、
温室効果ガス排出量のScope3注7）でも同様、と言っています。
つまり、同じ場所やサプライヤーについて様々な調査が必要に
なります。したがって、例えば、Scope3に関するデータを入手
済のところは、その過程で得られた教訓を活かすべきですし、
これから新たに調査するところは、人権、Scope3、自然につい
て同時に調査する方向で検討することをお勧めします。

３．ＴＮＦＤ開示提言の測定指標と
目標の設定

Q.ＴＮＦＤ開示提言項目の目標設定についてはどのよう
に行えばよいでしょうか。

秀島　ＴＮＦＤではまだ検討中の指標がありますので、まずは、
グローバル中核指標（次頁表1、2）に沿って事業における現状
を明らかにすることが大切です。例えば、「陸・淡水・海洋利用の
変化」では、面積を報告することになっていますが、同じ面積の
土地を使っていても、自然に対して悪影響を及ぼしている場合

ＴＮＦＤ
対
応
上
の
ポ
イ
ン
ト
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【表1】グローバル中核指標（依存・インパクトに関するもの）

【表2】グローバル中核指標（リスク・機会に関するもの）

（出典：表1・表2とも参考文献1)を基にMS&ADインターリスク総研仮訳）

気候変動 GHG排出量 ISSBを参照

陸・淡水・海洋
の利用変化

C1.0 合計の空間的フットプリ
ント

合計の空間的フットプリント（㎢）
◦組織によって管理されている合計面積（㎢）
◦改変した（disturbed）合計面積（㎢）
◦再生・復元した面積（㎢）

C1.1 優先生態系における
陸・淡水・海洋の変化

陸・淡水・海洋の利用変化の規模（㎢）
（生態系のタイプ別、事業活動別）
保全・復元した陸・淡水・海洋の面積（㎢）

（ボランタリーなもの／規制などで要求されているもの）

汚染物質・
汚染物質除去

C2.0 土壌に放出された汚染物
質の種類別総量

土壌に放出された汚染物質の種類別総量（t）

C2.1 排水量 排水量（㎥）（総量、淡水、その他）
（排水中の主要汚染物質の濃度、関連がある場合は水温を含む）

C2.2 廃棄物の発生・処分

◦発生した廃棄物・有害廃棄物の重量（種類別）（t）
◦以下に分類した廃棄物・有害廃棄物の量（t）

ー焼却処分したもの
ー埋立されたもの
ーその他

◦埋立から転換された量（t）
ー再利用
－リサイクル
ーその他のリカバリー方法

C2.3 プラスチック汚染
使用または販売したプラスチックの重量（t）（原料別に）
プラスチック容器について、再利用可能・コンポスト可能・技術的にリサイクル可能・実用的に
大規模にリサイクル可能なものの割合（%）

C2.4 非GHG大気汚染物質総
量

タイプ別の非GHG大気汚染物質の総量（t）
◦PM　◦NOX　◦VOCs　◦SOX　◦アンモニア

資源利用・再生

C3.0 水枯渇地域からの取水・
消費

水が枯渇している地域からの総取水・消費量（㎥）
（水源の特定を含む）

C3.1
陸・海・淡水から調達する
高リスク自然コモディティ
の量

陸・海・淡水から調達する高リスク自然コモディティの種類別量（t）
（自然コモディティに占める割合も含む）
持続可能な管理計画または認証プログラムのもとで調達されている高リスク自然コモディ
ティの量（t）

（高リスク自然コモディティに占める割合も含む）
侵略的外来種
その他(※) C4.0 偶発的な侵略的外来種

の導入に対する対策（仮）
高リスク活動のうち、侵略的外来種の偶発的な導入を防ぐための適した方法を取っているも
のの割合または、低リスクとされた活動の割合

自然の状態（※） C5.0 生態系の状態／種の絶滅
リスク（仮）

自然の状態に関する指標を開示することを選択する組織は、以下のインディケーターを使用
することを推奨（具体的指標は検討中）
◦生態系のタイプ、事業のタイプ別に、生態系の状態のレベル
◦種の絶滅リスク

自然関連リスク

C7.0 自然関連の移行リスクに対し脆弱と評価される資産、負債、収支の金額
（総額および全体に占める割合）

C7.1 自然関連の物理的リスクに対し脆弱と評価される資産、負債、収支の金額
（総額および全体に占める割合）

C7.2 自然関連のネガティブなインパクトによる、その年に受けた重大な罰金・罰則や訴訟行動の金額と説明

自然関連機会
C7.3 自然関連機会に向けられる資本的支出、投融資の金額

（機会のタイプ7別に）

C7.4 自然に対しポジティブなインパクトをもたらす製品・サービスからの収益の増加または割合
（インパクトに関する説明を含む）

※プレースホルダー指標
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もあれば、そうでない場合もあります。つまり、面積だけではな
く、その土地の使い方を確認する必要があります。ただし、現時
点では、自然に対する影響の測定対象となる指標についてはグ
ローバルな合意がされていません。そこで、現段階では面積の
把握にとどまっているのです。

原口　現在、2024年の国連生物多様性条約締約国会議（ＣＯ
Ｐ16）での公表に向けて、グローバルな目標設定の議論が進ん
でいます。グローバルでの目標設定がある程度決まると、それ
に基づいて各国各地域における目標を設定していくという流れ
になります。したがって、現時点ではあらゆるものに対して目標
設定することは難しい状況です。対応できることとして、例えば
アカデミア等と議論した上で科学的な根拠に基づいて自発的
に目標設定することは考えられます。なお、目標設定手法として
はＳＢＴＮ注8）もあり、まだ作業途上ですが、ある程度参考にす
ることが可能です。

４．ＴＮＦＤ対応でその他留意すべきこと

Q.ＴＮＦＤ対応でその他留意すべきことがあれば教えてく
ださい。

秀島　ＴＮＦＤでは、一般要件の「1．マテリアリティへのアプ
ローチ」において、企業価値に対するインパクトのみに焦点を当
てた「シングルマテリアリティ」や、企業価値に加えて外部へのイ
ンパクトにも焦点を当てた「ダブルマテリアリティ」の考え方も
含め、企業等が開示上のマテリアリティ（重要性）をどのように
考えているかを説明します。これは、ＴＮＦＤが各企業等の情報
開示の志向や各法域の規制上の要件を満たせるような柔軟性
のある開示基準を構築することに重点を置いていることを背景
としたものです。

原口　自然の分野におけるインパクトドライバーの指標は、気
候変動における温室効果ガス排出量とは大きく異なる点に注
意が必要です。気候変動の場合には、温室効果ガスの排出量増
加は、世界中のどこで起こっても同じと想定されますが、自然の
場合には、例えば植林が行われた場合の効果は、森林の中で行
うのか砂漠で行うのかによって大きな違いがあります。

また、シナリオについても、気候変動の場合は、気温変化とい
う共通のシナリオで考えることができます。一方で、自然の場合
は、土地利用、海水利用、淡水利用、生物多様性の状態、といっ
たように、より多くの要素を検討する必要があり、大変な手間が
かかります。

秀島　「ＴＮＦＤは、タクソノミー注9）があることが前提になって

いるか」とのご質問をいただくことがありますが、ＴＮＦＤの
前提にはなっていないためタクソノミーがなくても問題あり
ません。

５．ＴＮＦＤ開示の主流化時期

Q.いつごろからＴＮＦＤ開示が主流化すると考えればよい
でしょうか。

秀島　ＴＮＦＤ開示の主流化は、まだ不透明なところはあります
が、2028年が一つの目安になると考えています。ＩＳＳＢ注10）、が
2024年半ばに結論を出すことになっている次のアジェンダに自
然関連を取り上げた場合、2年間の開発期間を経て、その後、Ｓ
ＳＢＪ注11）、が自然関連の開示基準を2年かけて作ろうとすると、
2028年ごろに日本の国内基準になるのではないかと思います。

ＥＵの開示基準（CSRD注12）に基づくESRS注13））が母国の親
会社（含む日本）に適用されるのが2028事業年度分、すなわち
2029年開示（ＥＵの中小企業に相当する子会社は2025事業年
度分、2026年開示）からですので、同様に2028年ごろが主流化
する目安となります。

ＴＮＦＤ開示基準に沿った自然関連開示が法定開示化等に
より主流化する前に、何回か自主的に開示しておくのが望まし
いのではないでしょうか。競争相手の中には自主的に早期開示
を始める企業もでてくるでしょうし、サプライヤーにも情報提供
依頼等することを考えますと、今から手を付け始めるのは決し
て早過ぎではないと思います。

原口　主流化のめどが2028年ごろからなのであれば、経営層
からは、まだ始めなくてよいのではないかという反応が想定さ
れます。しかし、自社のサプライチェーンの強靭性を確認して強
化するという視点や、各方面から生じるリスクへの対応、機会の
把握、競争上の優位性の確保といった観点まで含めると、ＴＮ
ＦＤ開示提言公表というイベントを利用して取り組む方向で社
内の調整をしていくとよいのではないでしょうか。

以上

ＴＮＦＤ
対
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上
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レジリエントでサステナブルな社会をめざして
ＴＮＦＤ対応上のポイント

参考文献・資料等

1）Recommendations of the Taskforce on Nature-related 
Financial Disclosures September 2023

注）

1）ＴＮＦＤが提案する自然関連の依存・インパクトを診断し、リスク・機会を評価
するための手法
企業が自然との接点を「発見（Locate）」し、依存とインパクトを「診断

（Evaluate）」し、リスクと機会を「評価（Assess）」し、対応策や開示を「準備
（Prepare）」するためのアプローチ

2）対象に関するリスクを評価し理解するプロセスのこと
3）企業が行う事業活動を価値創造の一連の流れ（価値連鎖）として捉える考え方
4）生産のために投入される（例：建築に使用される砂や砂利）または事業活動の

結果生まれる（例：工場から大気中に放出されたNOx）測定可能な天然資源
5）直接の発注先である１次サプライヤー
6）別の目的で整備された2次データ（例：製品の生産量と製造機械の推定水利

用効率から、代理の水使用量を推定する等）

7）事業者自ら排出している温室効果ガス（CO2等）であるScope１、Scope2以
外の事業者の活動に関する他社の温室効果ガスの排出量

8）「Science Based Targets for Nature」の略称で、気候変動分野で先行し
て取り組まれてきた科学に基づく目標設定SBT（Science Based Targets）
の自然資本版

9）分類を意味する言葉で、「持続可能性に貢献する経済活動」を分類・列挙した
もの

１0）「International Sustainability Standards Board」の略称で、企業が
ESG等を含む非財務情報開示を行う際の国際基準を策定する機関として
202１年１１月に発足した国際サステナビリティ基準審議会のこと

１１）「Sustainability Standards Board of Japan」の略称で、国際的なサステ
ナビリティ開示基準の開発への意見発信や国内基準の開発のため2022年
7月に財務会計基準機構（日本）の内部組織として設立されたサステナビリ
ティ基準委員会のこと

１2）「Corporate Sustainability Reporting Directive」の略称で、2023年１月
に発効されたEUにおける企業サステナビリティ報告指令のこと

１3）「European Sustainability Reporting Standards」の略称で、CSRDの
対象となる企業が報告書を作成する際に準拠しなければならないサステナ
ビリティ情報の開示要件を定める基準のこと

（左：秀島氏、右：原口氏　ＥＣＯＭ駿河台前庭緑地にて撮影）
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「企業の責任は利益の最大化」とする株主至上主義が主流
だった時代から一転、現在では顧客や従業員、地域社会、自然
環境など幅広い関係者の利害を考慮する「ステークホルダー資
本主義」が金融・株式市場で台頭している。日本サステナブル投
資フォーラムの調査によると、ＥＳＧ投資指数に連動した運用や 
ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に着目したテーマ型投資など、

「サステナブル投資」の2022年3月末時点の国内残高は493兆円
で、総運用資産残高の61.9％を占めたという注1）。一方、ＥＳＧに後
ろ向きな企業の株主総会で、現任の取締役再任に反対票を投じ
る機関投資家も増えている。

海外では、機関投資家が投資先のＥＳＧ取組に対する圧力を
強めている。米資産運用大手ブラックロックの最高経営責任者 

（ＣＥＯ）のラリー・フィンク氏がその代表格だ。国内でも年金積
立金管理運用法人（以下「ＧＰＩＦ」）による国連責任投資原則

（以下「ＰＲＩ」）の署名が契機となり、ＥＳＧ投資への理解が進
んでいる。さらには、上場会社のサステナビリティ情報開示が制
度化されるなど、ＥＳＧ投資を活発化させる土壌が整う。そんな
中、国内の機関投資家は日本企業や金融市場におけるサステナ
ビリティの存在感の高まりをどう見ているのか。りそなグループ
で長年にわたり長期投資に携わってきた、りそなアセットマネジ
メントの松原稔氏に話を聞いた。

直言・企業情報開示

要旨
▪りそなグループで長年運用業務に携わり、現在はサステナビリティ投資を手掛ける責任投資部を所管する一方で、

同社自身のサステナビリティ取組を率いるチーフ・サステナビリティ・オフィサーを担う松原稔・常務執行役員に、非
財務情報をはじめとする近年の企業情報開示について投資家の立場からの見解を聞いた。

▪投資家は、企業のサステナビリティ情報開示やエンゲージメントにおいて、「パーパス」や「理念体系」など企業が目
指す方向性が、いかにストーリー性・因果性を持って個別の取り組みに展開されているかに注目している。開示情報
と比較した取り組みの実効性や、不祥事等に学ぶ姿勢の有無にも関心が高い。

▪サステナビリティ課題の重要性の高まりは、事業会社の取り組みだけでなく運用会社の投資手法や情報開示をも大
きく変えている。投資家に求められるスキルも変化しており、対話の重要性は今後より高まっていく。企業と投資家
がそれぞれ哲学を明確にした上での相互理解や、互いの価値観を踏まえた意思疎通の努力が重要だ。

【聞き手】
ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクコンサルティング本部 リスクマネジメント第五部
サステナビリティ第二グループ
上席コンサルタント　　　　　　　　　 冨

と が し

樫 容
よ う こ

子
上席コンサルタント　　　　　　　　　 末

す え な が

永 潤
じゅん

主任コンサルタント　　　　　　　　　 石
い し か わ

川 隆
た か ひ こ

彦

投資家がサステナビリティ開示に
見ているもの
～投資哲学から解き明かす企業価値～

りそなアセットマネジメント株式会社
チーフ・サステナビリティ・オフィサー
常務執行役員
責任投資部担当

　 松
ま つ ば ら

原 稔
み の る

 氏

直
言・企

業
情

報
開

示
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1 投資家の関心は企業の経済的持続性

Q．企業情報開示を活用して投資判断を行うプロフェッショ
ナルとして、機関投資家が投資先企業に求めるサステナ
ビリティ情報開示はどのようなものでしょうか。

機関投資家としてまず求めたいのはシングルマテリアリティに
基づく情報開示だ。もちろん、環境や社会の持続性なしには企業
の持続性もないというダブルマテリアリティの議論にも関心は
持っている。そもそもサステナビリティ情報開示には、企業が持つ
製品・サービスや人的資本など内部性の問題と、企業を取り巻く
環境や社会のような外部性という二つの側面がある。マテリアリ
ティの検討ではこうした内外の経営環境を踏まえ、企業がサステ
ナビリティに取り組む意義や狙いについて、各社の目的に適合し
た記述をすることが重要だ。

その際に企業の持続性と環境・社会の持続性が連動していな
いと、サステナビリティの取り組みが絵に描いた餅になってしまう
ため、ダブルマテリアリティの考え方は軽視できない。しかしなが
ら、やはり株式投資をしている立場としては、自社を取り巻く経営
環境や外部からの影響を考慮しながら企業の持続性に根ざした
情報開示を行う、シングルマテリアリティの考え方を重視している

（表1）。

Q．サステナビリティに関する投資家の見方の変化に対して、
日本企業の情報開示はどのように変化してきたでしょう
か。現状をどのように評価しますか。

日本企業の開示の質はどんどん上がっていると思う。2000年代
半ばにサステナビリティの取り組みが注目され始めたころは社会
貢献の観点が色濃かったが、2010年代後半からは収益も念頭に
置いた施策へと意識が変化してきている。「良いことをする」とい
うやや漠然とした議論から、企業価値に直結するマテリアリティ
や枠組みの策定・構築へと、取り組み方が変わってきたと思う。

りそなアセットマネジメントは、かつての大和銀行（現りそな銀
行）で企業年金制度とともに発足した資産運用部門が源流とい
うこともあり、長期運用をＤＮＡとして持ち続けている。2021年に
は「将来世代に対しても豊かさ、幸せを提供」というパーパスを制
定し、私たちにとって最も重要な目標・目的を明確にした。社会保
障制度の充実という役割ゆえ社会の持続性に対する感度は従来
から高く、昨今のサステナビリティ情報開示では有益な情報がよ
り手に入りやすくなったといえる。

Q．資産運用に携わる長年の経験を踏まえて、海外や日本の
投資家、りそなグループのサステナビリティへの姿勢が変
化した経緯をどのように振り返りますか。

世界的な変化としては2008年のリーマン・ショックが大きな節
目だろう。金融危機を経てこれからのビジネスとはどうあるべき
か、という問いに対する答えを世界が探し始めた時期に、サステ
ナビリティに対する機運も高まり始めたとみている。日本では、 
ＳＤＧｓが国連で採択され、またＧＰＩＦがＰＲＩに署名した2015
年がターニングポイントと考えている。世界的な動きに比べると5
～6年程度遅れてＥＳＧへの取り組みが始まったのではないだろ
うか。

りそなの資産運用部門がＥＳＧに取り組むきっかけとなった
のは2008年のＰＲＩ署名だ。ＥＳＧやサステナビリティに関する 

（出典：MS&ADインターリスク総研株式会社「サステナブル経営 レポート＜第17号＞」）

シングルマテリアリティ ダブルマテリアリティ

視点 企業価値のみ 企業価値+環境・社会

想定ユーザー 主に投資家 マルチステークホルダー

影響の方向性 企業活動←環境・社会 企業活動⇔環境・社会

ガイドライン IIRC、SASB、TCFD、CDSB、 
ISSB、金融庁　など

GRI、CDP、CSRD、NFRD、 
EFRAG　など

国・地域 日本・米国 欧州

【表1】シングルマテリアリティとダブルマテリアリティ
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【図1】りそなの責任投資の歴史
  （出典：りそなアセットマネジメント株式会社「SUSTAINABILITY REPORT 2022/2023」よりＭＳ＆ＡＤインターリスク総研編集）

取り組みを進めていく中で、パッシブ運用注2）を兼ね備えた運用機
関として、2013年にはユニバーサル・オーナー注3）としての考え方
を導入・発表している（図1）。

Q．開示媒体としてどのような資料を重視されていますか。機
関投資家としての読み方や注目するポイントを教えてくだ
さい。

やはり統合報告書と有価証券報告書（以下「有報」）が重要
な開示媒体だ。統合報告書は主に企業の未来を、有報は現在を
それぞれ映し出す媒体だと考えている。

統合報告書には企業のありたい姿が描かれるため、それ
を実現するリーダーとして「社長メッセージ」を重視している。

「パーパス」や「理念体系」など、会社が目指す方向性を示すこ
とは、この企業がどうありたいのかを見る上で大切なポイント
だ。社長が目指す方向への具体的な推進力となるのがCFOや
CTOなどの「CXO注4）」だ。それぞれが担う役割の中で社長の
メッセージをどのように活かそうとしているかは投資家として

大きな関心事項であり、いかにそれぞれのCXOへと引き継が
れているかというストーリー性に注目して統合報告書を読んで
いる。

ただ、統合報告書は任意開示なので書きたくないことは書か
ない可能性もあり、現在を映し出す鏡として有報で補強していく
ことになる。また、統合報告書では、メッセージやエンゲージメン
ト（対話）によって明らかになる因果性にも注目している。内容の
因果関係に一貫性があるか確認していくことが投資家にとって
重要な仕事といえよう。

Q．有報は改正「企業内容等の開示に関する内閣府令」
（2023年1月）で、サステナビリティに関する記載欄が新
設されました。新制度になって初年度の開示をどのように
評価していますか。

最初は要求事項に合わせた最低限の開示となる企業が多い
と予想したが、しっかりとストーリー性のある開示をしているケー
スも見られた。統合報告書は幅広いステークホルダー、有報は 
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投資家といった具合に想定読者に合わせて内容を変えている企
業もあり、今後の動向に関心を持っている。やはり素晴らしい統
合報告書を作成している企業は、有報のサステナビリティ記載も
優れているという傾向は感じる。

今回の改正は良いものだったと思う。サステナビリティ開示
は本来自由度の高い領域なので、投資家にしっかりと評価され
る制度にするには、データの信頼度の向上、リスクや機会につい
て因果関係の説明をすることが重要になっていくだろう。今後2
年、3年と繰り返すうちに自ずと説明すべき内容や枠組みに関す
る共通理解も確立されていくはずなので、その際にＩＳＳＢ注5）の
ようなグローバルな枠組みにも準拠していくことが望ましい。
投資家としてもベストプラクティスは広く紹介して、必要な情報
を正しく伝えるために活用される制度となるよう応援していき
たい。

Q．ＩＳＳＢは2023年6月、IFRS S1注6）およびIFRS S2注7）の確
定版を公表しています。S1とS2の内容についての率直な
受け止めと今後の課題についてお考えをお聞かせくださ
い。

企業にとってS2（気候関連開示）の要求事項にスコープ3注8）

まで含まれたことは想定外だったかもしれないが、気候変動は
投資家の関心も高い領域であるため、グローバルな開示基準に
盛り込まれたことは評価できる。S2を念頭に気候変動の開示を
行う際には、移行リスクと物理的リスクについて、企業活動に対
するインパクトや各スコープにおけるCO2排出量の開示を期待
したい。特にスコープ3では業種ごとにカテゴリー別の重要度が
変わってくるので、全量や全件にこだわった開示ではなく、各企
業が擁するインパクトに合った形で開示が整理されていくこと
が望ましい。

今後ポイントとなるのは、定量情報における基準日の問題だろ
う。財務と非財務で開示の統合を目指すなら、情報開示の基準日
は一致させるべきだ。だが、例えば気候変動はスコープ3まで拡大
されると、統一的な方法での定量情報の算出の難易度が非常に
高い。データの信頼性の向上や、将来的に監査のようなものが行
われることを考えると、有報を開示する時期にデータが間に合わ
ないという事態も起こりうる。その場合は暫定値や直近の信頼で
きる情報を用いてでも、財務情報と一緒に開示するという措置が
当面望まれるだろう。

ただ、算出におけるシステム上の問題もあるため、こうした課
題はSSBJ注9）での議論が進む中で整理されていけば良いと期待
している。従来は数値を出すこと自体が目的という側面もあった
が、今後はさらに財務と非財務の因果関係や時系列を踏まえた

開示とともに、数値の信頼性を確保することも必要だ。その際は
算出における確からしさよりも、内部統制に軸足を置いて取り組
むべきと考えている。リスクと機会の評価にマネジメントが関与し
たり、社員に対してもサステナビリティに関する教育や理解浸透
を推進したりするなど、きちんとした統制や前提条件に基づいて
いることが重要であり、そうした事実の説明や開示が信頼性の向
上にもつながるだろう。透明性のあるプロセスを公開していくこと
で、基準日をめぐる問題から内容そのものの充実や改善といった
次の段階に進むことができると考える（表2）。

2 日本企業は人権の取り組み強化を　
投資家は企業不祥事から何を学んだかを評価

Q．運用の立場から注目しているESGのテーマ領域や、現状
に加えて開示を期待したいトピックはありますか。

そもそも企業によってマテリアルな情報は千差万別だ。食品は
サプライチェーンにおけるトレーサビリティの確保、製造業は上
流の資源調達プロセスでの問題など、非財務の価値は業種・業
態によって変わってくるのが当然だろう。そうした中でも、気候変
動はすべての企業に何らかのインパクトを与えるファクターなの
で、ISSBでも最初のテーマ別要求事項としてS2に選定されたの
は正しいと思う。

トピックとして日本企業にとってグローバルに向けた開示
上の懸念があるとすれば、いわゆる「スコープ4」と呼ばれる温
室効果ガスの削減貢献量、そして人権の領域だ。スコープ4は
算定がしづらいこともあり、まだグローバルなコンセンサスが 

数値の信頼性向上のため求められる内部統制・プロセス

1．企業は、非財務の定量情報にかかるリスクと機会を適切に評価し、
マネジメントが関与しているか

2．企業は、社員に対して、サステナビリティに関する教育や理解浸透
を通じて、リスクマネジメントの一層の強化を図っているか

3．企業は、サステナビリティに関する情報を的確・適切に開示するこ
とでステークホルダーからの信頼性の確保に努めているか

4．企業は、サステナビリティ情報を収集する際、プロセスの効率性向
上に努めているか

5．企業は、サステナビリティ情報開示の質的・量的向上を目指して、
日々レベルアップを図っているか

【表2】非財務の定量情報の信頼性向上のため求められるガバナンスの要件



RMFOCUS Vol.88 〈2024 Winter〉　12

直言・企業情報開示

得られていない。一方、だからこそしっかりしたオピニオンを発
信していくことが重要であり、日本企業は技術立国として削減
貢献量に取り組むことにより存在意義を訴えていけると思う。
まず削減貢献について理解を深め、日本の得意分野として貢
献する姿勢を発信していき、枠組み作りに参画することが世界
で求められるのではないか。

Q．人権に関する開示はどのような点に問題があるのでしょ
うか。

気候変動のようなE（環境）の領域は相対的に数値化しやすい
ため、重要な問題としての共通認識を持つことが比較的容易だ。
一方、人権のようにS（社会）の領域は規範性を伴うため、国際的
な規範についての理解がまずは必要になる。日本で人権の考え
方は道徳としての発想が色濃いが、国際的には“human rights”
と複数形になっているように個別の権利の集合だ。その上で、そ
れぞれがどのような権利なのか理解されている。そして、国連の

「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づく尊重・保護・救済
が主要な三本柱だ。

日本の枠組みでは、なぜ尊重・保護・救済なのかが明確にとら
えられていないところがあり、不祥事が発生すると加害側の人間
性の問題になりやすい。属人的な道徳の問題としてとらえるより
も、発生した問題に対して企業としてどう考えるのかという姿勢
が重要だ。例えば人権デューデリジェンス（DD）でも何も問題は
なかったという報告が期待されているのではなく、どのような発
見があり企業としてそこから何を学び、繰り返さないためにどう
いった方針を策定・監督していくのか、という姿勢を示すことが求
められている。

Q．人権のように規範的で定量化しにくい情報は、投資判断
においてどのように活用されるのでしょうか。

人権に関する問題は企業の姿勢を問う問題でもあり、対応
次第で事業や企業の存続リスクにすらつながってしまう。不適
切な対応が存続の危機にも至ることは、投資家にとっても大き
なリスクだ。当社では投資対象の企業で問題が発生した場合、
数段階に設定したレベルに当てはめてリスクの深度を確認して
いる。

運用会社として企業のネガティブインパクトに対するプロセス
は有している。企業もしっかり対応できる体制が整備されていれ
ば、PDCAサイクルの中で事態の悪化に歯止めをかけるリスクモ
ニタリングやマネジメントの仕組みがあるはずだ。例えば製造業

で過去に大きな事故が発生したという場合でも、社長自らが繰り
返してはならないというメッセージを発し続けるなど、風化を防ぐ
ような対応や追跡調査をしていれば投資家はその取り組みを評
価する。逆に一過性の出来事としてとらえるようなことになると、
その取り組み如何では悪質性があると判断することもある。悪質
性というのは不祥事対応そのものだけでなく、見て見ぬふりをす
るという不作為も含めた観点だ。

こうしたリスクに対して投資家の感度は非常に高い。リスクに
ついて企業の開示と実効性が一致していると判断できれば問
題ないが、実効性が伴っていなかったり逆に実態と比べ開示が
消極的だったりすると、投資家はその課題に対して関心を高
める。

Q．サステナビリティ課題に対して、投資家もこれまでとは
違った判断や対応が求められていくのでしょうか。

経営者と面談する際は、相手が言わずとも企業の背後にある
課題を察するような才覚がファンドマネジャーには必要だ。難し
いのは、資本市場で仕事をしてきた従来の投資家にとって、いま
の環境や社会、ガバナンスはこれまで見てこなかった世界だとい
うこと。非財務の領域にも深いかかわりを持って察知できる、とい
うレベルに達していく必要があると考える。

投資家の育成においてサステナビリティ分野は知識を高める
だけでなく、経験値の向上も非常に大事になっている。座学以外
に当社で重視しているのがステークホルダーダイアログ注10）だ。 
ＥＳＧの問題は株式の取引ではなく実体経済の中に存在するた
め、これまでと同じように資本市場で尋ねても誰も答えてくれな
い。実体経済をきちんとウォッチして、これからの問題を知り価値
観の違いを理解して、さらに深い洞察が必要になってくる。そのた
めにはダイアログを通じて気づく努力が必要だ。

具体的には当社では内閣府や経済産業省、環境省などのいろ
いろな委員会に参画している。そういった場に若い社員を参加さ
せて、あるテーマについて多様な価値観の意見を聞くことも重要
だと考えている。これらに陪席することの意義は、話題となってい
るテーマや議論を知るだけでなく、幅広いステークホルダーがど
のような視点で発信しているか、価値観の違いを理解することに
もある。こうした経験値が環境・社会の課題に関するエンゲージ
メントを行う上で最も重要と考え、対話に資するような知見を高
めるよう促している。
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Q．りそなアセットマネジメントでは投資家としてエンゲージ
メントの取組内容も公表していますが、運用側の情報開
示についてどのようにお考えですか。

事業会社だけでなく、投資家による情報開示もますます重要に
なってくるとみている。投資家はスチュワードシップ・コード注11）、
企業はコーポレートガバナンス・コードの成立により、どちらも
規範性を求められる時代になった。二つのコードはともに原則
主義のため遵守するか否かは任意だが、遵守する場合もどのよ
うに遵守しているのかを開示する必要がある。これからはルー
ルを守らせ何かを禁じるDon’tの世界ではなく、こうありたい、
こうしたいというWishやWantが重要な時代になると考えてい
る。目指すものや希望をしっかり世の中に伝えるとき、重要とな
るのがアカウンタビリティとレスポンシビリティだ。そのためより
広く、多くの人々に開示をするのは当社にとっても責任・責務と
なる。情報開示の媒体や機会をさらに強化していくのは今後も
変わらない。

一方、当社自身の存続にサステナビリティがなければ、いくら良
いことをしようとしても絵に描いた餅になってしまう。そのため資
産運用に対して適切な信託報酬は求めるが、信託報酬の適切な
水準というのは非常に難しく、当社ではファンドガバナンス会議と
いう会議体を設置して議論している。運用に対する報酬は目安と
なる基準がない領域だが、お客さまの最善の利益とは何か、とい
うテーマは考え続けたい。

3 企業も投資家も哲学が重要に
“Why”の掘り下げに期待

Q．ESG投資やインパクト投資を行うに際して、投資家として
従来の運用とは異なる考え方や手法はありますか。

サステナビリティを踏まえた運用について考えた結果、出てき
た答えのひとつがインパクト投資注12）だ。インパクト投資は単なる
投資テーマのひとつではなく、パーパスを実現していくための具
体的な手段と考えている。ゆえにインパクト投資のファンドに投
資をしていただくお客さまには、私たちが目指しているパーパス
について理解してもらうことが大前提となる。ただ、パーパスに掲
げた豊かさや幸せという言葉はまだ漠然としているので、当社では

「未来のあるべき姿」として①インクルーシブな社会経済 ②サス
テナブルな環境 ③企業文化、企業のパーパス――という姿を示
している。

例えば気候変動のファンドは、「サステナブルな環境」を実現

したいという考えから立ち上げている。こうしたあるべき姿を示
して、それは良いと共感してくれる方々と具体的なインパクト投
資を通じて同じ志を共有していく、というのが狙いだ。その際にど
こまで目標に近づいたか、遠ざかってしまったか、ということをレ
ポートとして示すためにも、やはり情報開示は重要になる。

Q．ＥＳＧ投資やインパクト投資は、学術的な研究でも株価
への影響の評価が定まっていません。投資家としてリター
ンとのバランスをどのように考えていますか。

サステナビリティ要素の株価への影響は、株式市場の参加者
が環境や社会に関する課題をどう評価するかという問題と考え
ている。参加者が株価形成に重要だと考えれば株価に織り込ま
れていくので、株価形成はサステナビリティ課題への関心度の高
まりにも依存する。そういう意味でサステナビリティが株価に影
響するかどうかという問いに対する答えは、イエスでありノーでも
ある。

サステナビリティ課題が因果関係を通じて財務的な企業業
績に影響を及ぼす、と考える投資家が増えれば、ＥＳＧの要素
が株価に織り込まれる世界になっていく。ただ、その際に難しい
のは「社会価値」とは何かという問題だ。投資先企業の経営者
はＥＳＧのような社会に好影響をもたらす非財務的な要素も含
めて会社全体の価値と考えるが、投資家は会社という存在を
事業の集合体としてとらえるためサステナビリティは反映され
ず、両者がみる「企業価値」の評価にギャップが生じてしまう。こ
れはシングルマテリアリティとダブルマテリアリティにも通じる
問題で、インパクト投資の実現にはシングル・ダブルに基づくそ
れぞれの認識を互いに理解して、いわば「翻訳」していく作業が
必要になる。

優れたＩＲやサステナビリティの担当者はそこを変換して説
明するのがうまい。社会的な価値の在り処を価値化・可視化す
ることで、従来の意味での企業価値を表す株価が見直され、企
業の社会的な価値も明らかになっていくだろう。現在りそなグ
ループが関わっている「サステナビリティ・トランスフォーメー
ション」（sustainability transformation, SX）注13） も、企業
と社会のサステナビリティ両軸を実現することがステークホル
ダー資本主義の世界で必要になる、という思いで取り組んでいる

（次頁図2）。
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直言・企業情報開示

Q．エンゲージメントのカウンターパートである開示やIRの
実務担当者に対して、投資家として望むことや期待するこ
とはありますか。

やはり開示した内容には実効性が伴ってほしい。開示は優れて
いるが実態はあまり良くない、という事態を改善することから、開
示には企業を正しく評価する重要な役割が担われていく。例えば
企業としてやりたいことと、実際にやってきたことはしっかり分け
て記述するのが良い。投資家は企業のより深いところを知りたい
と考えている。さらなる開示を期待したい。

これまでみてきた取り組みがしっかりできている企業は、開示

で取り組みの内容を示す“How”よりも、自社がそのサステナビリ
ティ課題を手掛ける理由など“Why”の議論を積極的にしている。
このビジネスをやる必然性、パーパスを打ち立てた理由につい
て、しっかりと向き合って深掘りするからこそ自分の言葉で話せる
のだと思う。“Why”の掘り下げができている企業は実効性がある
と理解できる。“How”は受け売りができる領域だが、報告の中で
なぜこの時期に自分たちがこの目標に向かうのか、という問いを
立てることができる企業は強い。“How”の議論に終始する開示は
どうしても弱さが出てくる（表3）。

【図2】SX銘柄の概念図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：SX銘柄評価委員会事務局「「SX銘柄2024」募集要領」）

Wｈｙの議論 Howの議論

1．自社がサステナビリティ課題を手掛ける必然性・必要性 1．私たちのサステナビリティへの取り組みは、以下の通り
です

2．なぜ、パーパスを打ち立てたのか 2．私たちはパーパスを制定し、次の方法で共有を進めました

3．ガバナンスが機能するとは如何なることか 3．私たちのガバナンス体制は〇名で構成され、適切に運営
されています

4．自社ビジネスモデルが機能するのはなぜか 4．私たちの事業構成は次の通りでそれぞれの事業部間は活
発に連携しています

5．なぜ人的資本が必要だと考えるのか 5．私たちは働きがい、働きやすさ、働き方は以下の方法で取
り組んでいます

【表3】開示におけるWhyの議論とHowの議論

直
言・企

業
情

報
開

示
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直言・企業情報開示

注）

1）日本サステナブル投資フォーラム（2023）
2）運用者の主観的な判断が入らない投資手法のこと。基準となるベンチマーク

に連動した運用成果を目指すインデックスファンドがよく知られる。ベンチマー
クとして代表的な指数には、国内株式は東証株価指数（TOPIX）、外国株式は
MSCI-KOKUSAIなどがある

3）巨額の運用資産と長期的な視座を持ち、幅広い資産や有価証券に分散投資を
行う投資家のこと。投資対象が広範であり投資期間も長期にわたることから、
市場機能や産業、政策、規制など、経済全体や政治の動向まで幅広い領域に
関心を持ち積極的に働きかけを行う

4）企業内の各機能の責任者を表す総称
5）国際サステナビリティ基準審議会（International Sustainabi l ity 

Standards Board）。ＥＳＧ情報開示の基準策定を目的として202１年、国際財
務報告基準（ＩＦＲＳ）財団のもとに設立された

6）サステナビリティ関連財務情報全般に関する開示基準。ISSBが策定した開示
基準で、2023年6月に確定版が公表された。S１では広くサステナビリティ情報
に関する一般的な要求事項を定める

7）気候変動分野に関する開示基準。S１と併せてISSBが2023年6月に確定版を公
表。気候変動についてテーマ別要求事項を定める

8）サプライチェーン排出量の算定において、排出源に基づく分類のひとつ。自社
における温室効果ガスの直接排出をスコープ１、電力消費など他社から供給さ
れた間接排出をスコープ2、上記を除くサプライチェーンの上流・下流での関連
する他社の間接排出をスコープ3という

9）サステナビリティ基準委員会（Sustainability Standards Board of 
Japan）。日本におけるサステナビリティ開示基準の開発、国際的なサステナビ
リティ開示基準の開発への貢献を目的としている

１0）有識者との意見交換や政府の検討会への参画、海外長期投資家との連携な
ど、多様なステークホルダーと双方向の対話・交流を行うこと

１１）顧客・受益者と投資先企業の双方を視野に入れた「責任ある機関投資家」とし
て果たすべき諸原則のこと。日本では20１4年に金融庁が策定した。投資家とし
て責任を果たすための方針の策定・公表や、利益相反の管理など、7つの原則
から構成される

１2）同社ではインパクト投資を、「従来の投資手法が追求する金銭的なリターン（投
資収益）に加え、社会的インパクトも生み出し、双方を両立することを目指す投
資手法」（りそなアセットマネジメント株式会社 2023）と定義している

１3）企業が持続的に成長原資を生み出し企業価値を高めるべく、社会のサステナビ
リティ課題に由来する中長期的なリスクや事業機会を踏まえ、投資家等との間
の建設的な対話を通じて資本効率性を意識した経営・事業変革を実行するこ
と。企業のサステナビリティを、社会のサステナビリティと同期化しながら向上
させることが求められる（SX銘柄評価委員会事務局 2023）。SXの要諦は経産
省が「伊藤レポート3.0」（経済産業省 2022）で公表している

参考文献・資料等

◦松原稔「機関投資家の責任投資と環境、社会課題への取組み　―りそ
なアセットマネジメントの事例より―」加藤晃・野村資本市場研究所サ
ステナブルファイナンス3.0研究会（2022）『新キャピタリズム時代の企
業と金融資本市場『変革』』金融財政事情研究会, 第7章

◦りそなアセットマネジメント株式会社（2023）「SUSTAINABILITY 
REPORT 2022/2023」＜https://www.resona-am.co.jp/investors/
pdf/sus_report2022-2023.pdf＞（最終アクセス2023年12月1日）

◦日本サステナブル投資フォーラム（2023）「日本サステナブル投資白書 
2022」＜https://japansif.com/wp2022free-1.pdf＞（最終アクセス
2023年12月1日）

◦経済産業省（2022）「伊藤レポート3.0（SX版伊藤レポート）」
＜https://www.meti.go.jp/press/2022/08/20220831004/20220831
004-a.pdf＞（最終アクセス2023年12月1日）

◦SX銘柄評価委員会事務局（2023）「「SX銘柄2024」募集要領」＜https://
www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/
sxbrands_boshu_2024.pdf＞（最終アクセス2023年12月1日）

◦MS&ADインターリスク総研株式会社（2023）「サステナブル経営 レ
ポート＜第17号＞」＜https://www.irric.co.jp/pdf/risk_info/
eternal/sus17.pdf＞（最終アクセス2023年12月1日）

Q．松原様もチーフ・サステナビリティ・オフィサー（CSO）と
して、りそなアセットマネジメントのサステナビリティ推
進を担当されています。サステナビリティについて運用と
自社での推進の両方を担う立場から、CSOの役割や投
資家としての企業との対話のあり方をどのように考えま
すか。

サステナビリティの取り組みは社内的な領域と社外的な領域
がある。社内的には社長が語っているパーパスや理念を社員一
人ひとりの立場につなげていこうとすると、必ずどこかで現場の
言葉に翻訳することが必要になる。トップの言葉を直接聞いてそ
れぞれの立場に向けた意味付けをするには、社長の傍にいる人
から伝えていくことが大事だ。社内に対しては社長の言葉を直接
聞いて意味付けをしていく、という役割をCSOやほかのCXOが
果たしていくことが重要だと思う。

投資家として企業と対話すればするほど文化の違いがあり、そ
れぞれの文化が投資哲学や企業哲学につながっていると実感し
ている。投資家も企業経営者も日々のマーケットや財務情報とい
う揺れ動く場所に身を置いているから、そこに立つには信念、つま
り哲学やパーパスが必要だ。両者がお互いにリスペクトするため
にも、それぞれの哲学やパーパスにおける隔たりを埋めていく努
力は不可欠になる。それが結果として企業を正しく評価し、持続
性を高めていくエンジンとなる。責任投資の役割も企業と投資家
の違いを理解し合えるようにすることにあるのだと思う。投資家
の立場からも、違いがあるからこそ価値があり、豊かであるという
社会であってほしいと考えている。

以上
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企業を取り巻く外部・内部の環境変化が激しい“先の見えない
時代”において、リスクマネジメントの重要性はますます高まって
いる。そのような中、2019年1月に改正された「企業内容等の開示
に関する内閣府令」（以下「2019年1月改正内閣府令｣）により、上
場企業には有価証券報告書の「事業等のリスク」（経営層が重要
と認識している自社およびグループのリスク）の開示情報の充実
化が求められるようになった。会社を取り巻く環境が変化する中
で、経営層が自社のリスクをどのようにとらえ、どう対処している
のかを明確に説明することは、投資家を始めとしたステークホル
ダーからの信頼・評価を得ることにつながる。

改正から5年が経過する中、改正を契機としたリスクマネジメ
ント体制・取組の見直しやレベルアップを図るとともに、開示内容
の高度化・充実化を進めている企業は着実に増えている一方で、
改正前の記載レベルから脱却できていない企業も依然として多
く、両者の取り組みレベルおよび開示充実度には大きな差が生
じている。

そのような背景・現況を踏まえ、この度、日経225構成企業の 

「事業等のリスク」の開示充実度調査　

要旨
▪2023年1月の「企業内容等の開示に関する内閣府令」改正によって、有価証券報告書におけるサステナビリティ関連

情報の開示が求められるようになり、有価証券報告書の「第２ 事業の状況」の記載充実度に対する投資家・上場企
業の注目度が高まっている。

▪一方、「事業等のリスク」の開示については、同府令の2019年1月改正により充実化を求められてから5年が経過する
中、充実化が進んでいる企業とそうでない企業との間に大きな差が生じてきている。

▪ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研では、日経225構成企業の最新の有価証券報告書を対象に「事業等のリスクの開示充
実度分析」を実施し、その実態を明らかにするとともに、背景にある課題について考察した。

有価証券報告書「事業等のリスク」の
開示充実度の現況と課題
～日経225構成企業を対象とした実態調査結果を踏まえて～

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクコンサルティング本部　リスクマネジメント第三部
統合リスクマネジメントグループ
マネジャー上席コンサルタント　　　　 加

か と う

藤 壮
そ う

最新の有価証券報告書を対象に「事業等のリスクの開示充実
度」をＭＳ＆ＡＤインターリスク総研が定性的に分析・調査した。

1 調査概要

⑴調査対象

日経225構成企業のうち、金融、商社および一部を除く（※）

196社

※金融、商社および一部の持株会社の開示は、様々な事業・企業
に対して投融資している立場に立ったリスクのとらえ方・説明
をする傾向があり、一般的な事業会社と同列での評価が難し
いため対象から除外した。

「
事

業
等

の
リ

ス
ク

」の
開

示
充

実
度

調
査
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⑵調査対象決算期

2022年12月期から2023年6月期

⑶調査方法

公開されている有価証券報告書の「サステナビリティに関す
る考え方及び取組」および「事業等のリスク」をコンサルタントが
確認し、定性的に評価（なお、有価証券報告書上の開示充実度

を調査する目的から、有価証券報告書上で統合報告書、ホーム 
ページ上の開示を参照せよとの記載がない限り、他の媒体での
開示は調査・評価の対象外とした）。

⑷調査項目および調査の観点

2019年1月改正内閣府令での要求事項（図1）、金融庁「記述情
報の開示の好事例集」2020～2022で好事例とされている観点に、
ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研の観点も加えた（表1）。

【図1】2019年1月の「企業内容等の開示に関する内閣府令」の改正
（出典：平成三十年内閣府令第三号および平成三十一年内閣府令第三号を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）

(1)リスクマネジメント体制・取組の説明
調査項目 調査の観点

①リスクマネジメントの位置付け リスクマネジメントに取り組む目的、経営における位置付け、サステナビリティ取組との関係性
などの説明の状況

②リスクマネジメント体制 リスクマネジメントを推進する上での体制（取締役会、審議機関、リスクマネジメント所管部署、
リスクオーナー、グループ会社のつながり等）の説明の状況

③リスクマネジメントプロセス リスクマネジメントのＰＤＣＡサイクル、年間計画の説明の状況
④リスクアセスメント手法・プロセス リスクアセスメントの手法、重要リスクの選定プロセスの説明の状況
(2)「事業等のリスク」についての説明

調査項目 調査の観点
①顕在化する可能性の程度や時期 リスクの「発生可能性」について、自社事業特性や事業環境変化を踏まえてどのようにとらえ

ているかの説明の状況
②影響の内容 リスクの「影響度」について、自社事業特性などを踏まえてどのような、かつどの程度の影響が

あるととらえているかの説明の状況
③対応策 リスクの重要性を踏まえ、どのように対処しているのかの説明の状況
④分かりやすさ 以上の情報のわかりやすい見せ方の工夫の状況（表形式の採用状況）

【表1】開示充実度の実態調査における調査項目
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2 主な調査結果と考察

⑴リスクマネジメント体制・取組の説明

2019年1月改正内閣府令では自社の主要なリスクに関する経
営者の認識について説明の充実化が求められている。充実した
説明には、それを裏付ける確固たるリスクマネジメント活動が行
われていることが不可欠である。つまり、経営者が正しいリスク認
識をもって経営の意思決定を行っていることをステークホルダー
に訴求するためには、リスクマネジメント体制・取組の説明をきち
んと記載すべきであるといえる。金融庁の好事例集でも、リスク
マネジメント体制・取組の記載が充実している有価証報告書は、

「好事例」として紹介されている。

①リスクマネジメントの位置付け（図２）
およそ半数の企業において、自社がリスクマネジメントをどのよ

うな目的・位置付けで実施しているのかを説明していた。リスクマ
ネジメントが企業の目標達成および持続可能な発展のために必
要不可欠なものであり、経営が主体となってグループ包含で取り
組んでいる旨を説明している企業が多数みられた。これは2021年
改訂のコーポレートガバナンス・コードでも言及されている、いわ
ゆる「全社的リスクマネジメント（ＥＲＭ）」を適切に踏まえた説明
であるといえる。そのような記述がなされている企業においては、

リスクマネジメントの重要性が経営層・組織全体で高度に認識さ
れ様々な活動に落とし込まれているであろうことがうかがえる。

一方、サステナビリティ取組やマテリアリティ（重要課題）とリ
スクマネジメントの関係性まで明確に説明している企業は全体
の3割以下であった。2023年1月の内閣府令の改正では、サステナ
ビリティ情報の開示充実化が求められるようになった。その中で
もサステナビリティ取組とリスクマネジメントの関係性の説明が
求められている。しかしながら、その関係性に言及されていない、
または玉虫色の説明（サステナビリティ取組とどのように連携・役
割分担しているのかについては示さずに、“リスクマネジメントの
仕組みがある”との言及にとどまっている等）が全体の7割を占め
た。適切な説明ができていない企業においては、まずは、新たに
構築したサステナビリティ取組と、過去からあるリスクマネジメン
ト取組がどう連携・役割分担していくべきなのか（できるのか）を
明確に整理すべきである。

②リスクマネジメント体制（図3）
体制については、7割以上の企業が言及しており、4割弱の企業

は体制図を掲載するなどわかりやすさの向上も図っていた。体制
の説明で欠かせないのは、経営層の関与、グループ包含の体制に
なっていることの説明であり、いずれも「全社的リスクマネジメン
ト（ＥＲＭ）」の必要要件である。言及している7割の企業において
も、「全社的リスクマネジメント（ＥＲＭ）」を志向した体制である
と明記している企業も多くみられた。

【図2】リスクマネジメントの位置付けの説明

【図3】体制の説明
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③リスクマネジメントプロセス（図4）
プロセスについては、体制の説明と比べるとやや少なくなる

が、おおむね6割弱の企業が言及しており、2割弱の企業が図を用
いて説明していた。

プロセスは、リスクマネジメントの審議機関（ＲＭ委員会など）
を中心とした年間のＰＤＣＡサイクル（リスクの洗い出し評価、重
要リスクの決定、対策の実施、モニタリング、および各内容の審議
機関への報告・審議の流れ）を説明すべきである。

体制・プロセスの明確な説明により、当該組織にはリスクマネ
ジメントの取り組みが根付き、適切に運用されているであろうこ
とを訴求することができる。一方、明確な説明が無い場合はその
逆の印象を持たざるを得ない。体制・プロセスについては、有価証
券報告書には掲載せず、ホームページまたは統合報告書などで
は説明している企業も存在すると思われるが、近時の傾向を踏ま
え、有価証券報告書にも適宜掲載することが推奨される。

④リスクアセスメント手法・プロセス（図5）
リスクアセスメント（リスクの洗い出し・評価および重要リスク

の特定）プロセスについて言及している企業は2割程度と体制・プ
ロセスと比べるとかなり少なく、図で説明している企業は1割以下
であった。

リスクアセスメントプロセスの説明とは、経営層が重要なリス
クを認識するためのフローを説明することを意味している。本来
は、実施したリスクアセスメントの結果を「事業等のリスク」に反
映させているべきだが、多くの企業においてはリスクアセスメント
の結果と開示している「事業等のリスク」との間に、連動性や整合
関係が見受けられない。後述の通り、従前からの有価証券報告
書における記述（以下「“従前からの記述”」）は一定のたたき台を
ベースに、同業他社の有価証券報告書などを見ながら増改築を
繰り返す、という自社内のリスクアセスメントとは全く別の方法・
流れで作られたものが多い。また、自社内のリスクマネジメント所
管部署とIR担当部署が、「事業等のリスク」を記載する上で連携
する必要性についても認識が希薄なケースもある。

そもそも自社内のリスクアセスメントの結果を「事業等のリス
ク」の開示に活用しよう、という発想も持てていない企業が多い
のではないだろうか。少なくとも、所定のたたき台を増改築して積
み上げたものが「経営者が認識している重要リスクである」との
説明は、今後は通用しないと考えるべきである。開示の充実化、
それ以前に経営者が適切にリスクを認識できるようにするために
も、今一度自社のリスクアセスメントの手法・コンセプトを見直す
ことが推奨される。
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【図4】リスクマネジメントプロセスの説明

【図5】リスクアセスメントプロセスの説明
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⑵「事業等のリスク」についての説明

図１のとおり、2019年1月改正内閣府令では「事業等のリスク」
の説明の充実化が求められた。本来、リスクは事業内容、自社を
取り巻く内外の経営環境などによってとらえ方は異なるととも
に、時代とともに変化するはずであるが、“従前からの記述”では、
多くの企業が一般論的な説明に終始し、どの企業の開示を見て
も“金太郎あめ”的な内容になっていた。なぜなら、筆者がこれま
でに証券会社の担当者やIR担当者から聞いてきた事実からも、
事業等のリスクを書く際には、あらかじめ用意されているひな形
をベースに、同業他社の記述傾向を踏まえたり引用するなどして
増改築して作成されたものが多かったからである。

2019年の内閣府令の改正は、この問題にメスを入れ、企業にリ
スクを適切に自分事化させるとともに、重要と認識されたリスク
に対して適切に対処していることを明確に開示させることで、投
資家を始めとしたステークホルダーからの信頼・評価を得られる
ようにし、ひいては企業価値を高めることにつなげることを企図
している。これは従前のような“ひな型をベースに増改築するやり
方”では基本的には不可能なので、当然、リスクマネジメントの取
組自体を変えていかなければいけないのは前述のとおりである。
その問題に気づけている企業はリスクマネジメント体制・取組の
見直しやレベルアップを図っていると同時に、「事業等のリスク」
の説明も充実化させることができている。

①顕在化する可能性の程度や時期（図６）
「顕在化する可能性の程度や時期」は、すなわちリスクの発生

可能性についての認識を説明するものである。発生可能性は、 
ＰＥＳＴＬＥ（政治、経済、社会、技術、法令、自然環境）の変化や自
社内でのリスクの発現状況など多くの情報を踏まえてとらえるべ
きものである。

内容が充実している上位3割の開示では、当該社が考慮してい
る所与の変化に幅広く言及しながらどの程度切迫した状況とと
らえているのかが説明されている。また、上位1割においては、毎
年の環境変化を考慮し、評価結果がどのように変化しているのか

（前年対比で高まったのか、低くなったのか、同程度なのか）を示
しているケースもあった。変化するリスクを毎年丁寧にとらえ直
し、評価し直していることがうかがわれる。

一方、それ以外の7割の開示では、単に「顕在化する可能性が
あります」という説明にとどまるケースが多かった。このような説
明は“従前からの記述”で一般的に用いられていたものなのだが、
要はそこから脱却できていないのである。顕在化する可能性があ
るのは、いわば当たり前の話であり、リスクの重要性認識の説明
には全くならない。7割の中にも、“従前からの記述”からの脱却を
試みた形跡がみられるものもあったが、上位3割と比較すると希
薄な内容であったと言わざるを得ない。
 
②影響の内容（図７）
「影響の内容」は、リスクが顕在化した場合の影響の具体的な

中身（売上・業績、事業継続、レピュテーション、人的・物的被害 
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【図6】顕在化する可能性の程度や時期の説明

【図7】影響の内容の説明
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などの影響の範囲およびその程度）についての認識の説明が必
要となる。

おおむね6割強の企業は、リスク項目ごとに考えられる影響の
バリエーションについて幅広く言及していた。特に上位1割におい
ては、自社の経営リソースやステークホルダーへの影響を踏まえ
た“自分の言葉”で丁寧に説明していた。

一方、3割強の企業の開示は記述が希薄で、「当社業績に影響
を及ぼす可能性があります」と“従前からの記述”のままとなって
いる企業も多く見受けられた。このような記述では、「どのような
影響があるのかは明確には把握できていない」と説明しているよ
うなものである。そのような企業には今一度、リスクアセスメント
を丁寧に実施し、どのような影響があるのかを真剣にとらえ直し
ていただきたい。

③対応策（図8）
重要と認識しているリスクについて、どのような対応策を講じ

ているのか、の記述は“従前からの記述”ではあまり意識されてこ
なかった部分である。しかしながら、この対応策を明確に記述す
ることこそが、投資家を始めとしたステークホルダーの信頼・評
価を得るために最も重要な要素なはずである。逆に、重要と認識
していると説明するだけで対応策が示されていなければ、不安を
煽ることになりかねない。

おおむね6割強の企業において、対応策の丁寧な説明がな
されていた。特に優秀な上位1割においては、リスクに対応する 

ための体制と、実施している方策をそれぞれ個別かつ詳細に説
明している例もあった。このような記述からは、経営者が重要な 
リスクに対し適切にリソースを配分し、リスク低減が図られている
ことをうかがい知ることができる。

一方、3割強の企業においては、対策の記述が一部のリスク項
目にとどまる、または全く触れられていないケースもみられた。前
述のとおり、重要と認識しているのであれば、きちんと対応策を講
じていることを明記し、投資家・ステークホルダーの信頼獲得に
つなげていただきたい。

④分かりやすさ（図9）
図１のとおり、改正前の内閣府令でも“分かりやすく簡潔に記

載する”ことは求められていたが、分かりやすさは追及されてこな
かった（むしろ、“簡潔さ”が追求されていたきらいがある）。金融庁
の好事例集で「分かりやすい」とされているのは、前述の①～③の
情報を「表形式」にまとめる方法である。

今回の分析では、①～③の内容を表形式にして説明してい
る企業は2割にとどまった。表形式は、①～③の要素が整理さ
れて表示されるため、視認性も高まり内容が読み手に伝わりや
すい。一方、何ができていて何ができていないのか、記載が充実
しているリスクとそうでないリスクの差も一目瞭然となってしま
う難点があり、表形式の導入に二の足を踏んでいる企業も多
いのではないだろうか。開示情報量がアンバランスになるのは、
重要度が高いリスクとそうでないものが混在してしまっている 
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【図8】対応策の説明

【図9】表形式の採用
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「事業等のリスク」の開示充実度調査　

（“従前からの記述”を引きずっている）ことも要因と考えられる。
薄い記述になってしまっているものについては、本当に重要なも
のなのか見直してはどうだろうか。基本的には開示が充実して
いくにつれて情報量は増えるため、できる限り表形式を採用し
た方がわかりやすさは向上するはずであり、ぜひ導入していた
だきたい。

3 分析の総評および改善のポイント

今回の分析は、4,000を超える上場企業の中でも投資家の注
目度が特に高い（つまり、高いレベルの開示が求められるであろ
う）日経225構成企業に的を絞って実施したが、この5年間におい
て、“従前からの記述”から脱却してきた企業とそうでない企業と
の間で、開示の質およびその背後にあるリスクマネジメント取組
の質に相当程度の差が生じているように見受けられた。依然とし
て7割ほどの企業では、改正内閣府令の要求事項を満たしている
とは言い難い状況であったが、そのような企業では背後のリスク
マネジメント取組自体が陳腐化してしまっているのではないだろ
うか。

2019年の内閣府令の改正で、ひな形をベースに増改築する方
法で書き上げる「事業等のリスク」はもう求められていない。これ
までリスクに関する開示は「臭いものにはふた」で、積極開示する
こと自体に抵抗があった節もある。しかし、どのような企業におい
ても等しく“先の見えない時代”といわれている昨今においては、
重要と認識しているリスクは何なのか、それに対してどう対処して
いるのかを説明することが求められている。

開示の充実化は目的ではなく手段である。真の目的は、意味
のあるリスクマネジメント体制を構築し、取り組みを推進するこ
とでリスクに強い組織を作ること、そしてそのことを投資家・ス
テークホルダーに伝え、信頼関係を醸成しながら企業価値を高
めることであり、それが2019年1月改正内閣府令の主旨である。
その認識をリスクマネジメント所管部署・IR担当部署および経
営層がもち、適切に連携しながら開示の充実化を目指していた
だきたい。

（出典記載のないものはＭＳ＆ＡＤインターリスク総研にて作成）
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ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研は2022年度に、福祉避難所の確
保および質向上における課題とその要因を明らかにすることを目
的として、自治体と福祉避難所の双方に対してアンケート調査を
行った。本稿ではその調査結果を一部紹介するとともに、福祉避
難所の量的・機能的課題を考察する。

なお、実際に福祉避難所を開設した際の課題などを把握する
目的から、近年大きな災害に見舞われた自治体と、その自治体に
所在する福祉避難所に対して調査を行ったため、その結果は全
国の状況を反映するものではない。また、本稿で扱う福祉避難所
や要配慮者の詳細な定義については、内閣府「福祉避難所の確
保・運営ガイドライン」を参照されたい。

福祉避難所の課題・調査

要旨
▪福祉避難所の確保数が不十分であるにもかかわらず確保の取り組みを終えている自治体が多く、候補となる施設が少

ないために苦慮している状況がうかがえた。
▪福祉避難所に指定された後の研修や訓練といった取り組みが不十分であり、シミュレーションに基づく現実的な課題を

とらえられていない可能性が示唆された。
▪福祉避難所施設の直接避難に対する印象はどちらかというと否定的であり、今後直接避難を推進するにあたっては、自

治体等からの説明により施設側の理解を得る必要があると考えられる。
▪今後は福祉避難所の量的確保と合わせ、指定後のマニュアル整備や開設訓練、自治体と施設の連携など、福祉避難所

の開設と運営にかかる実効性を高める取り組みが求められる。

福祉避難所の量的課題と
機能的課題に関する調査結果

1 調査背景

福祉避難所は、高齢者や障害者等の災害時に特別の配慮を
要する者（以下「要配慮者」）に対して開設される、介護や医療に
かかる人員や設備を備えた避難所を指す。

2016年の熊本地震での死者は、災害による負傷の悪化や、避
難生活等における身体的負担による疾病を原因とする、いわゆる
災害関連死が大半であり、その8割は高齢者であったと発表され
ている。また、要配慮者は避難所生活において様々な制約がある
ことや慣れない環境により心身の不調や悪化をきたすケースが
あること等が報告されており、福祉避難所の確保はその指定を行
う自治体の急務とされている。

 

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクコンサルティング本部　リスクマネジメント第四部
医療福祉マーケットグループ
主任コンサルタント　　　　　　西

に し か わ

川 耀
よ う

 （左）
テクニカルアドバイザー　　　　 志

し が

賀 洋
よ う す け

祐（右）
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福祉避難所の課題・調査

2 調査概要

⑴調査方法

インターネット調査

⑵調査時期

2022年12月1日～12月28日

⑶調査対象

①過去5年以内に激甚災害指定基準による指定を受けた災害
（局地激甚災害を除く）に被災した下記都道府県内の市町村
1,007件

北海道、青森、宮城、秋田、福島、千葉、長野、新潟、三重、
京都、和歌山、奈良、大阪、岡山、広島、島根、鳥取、愛媛、
福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島

②調査対象①のうち、管内の福祉避難所のリストを公開している
市町村に所在する福祉避難所2,828件

⑷有効回答数

①自治体調査：180件（回収率17.87%）※無効票0件
②福祉避難所調査：381件（回収率13.47%）※無効票0件

⑸調査目的

⃝福祉避難所確保数の把握
⃝機能的課題の把握
⃝直接避難の取組状況の把握

 

3 主な調査結果と考察

⑴福祉避難所の確保の取組状況から考察する量的
課題

2016年に内閣府より「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」
（以下「ガイドライン」）が公示され、福祉避難所に対する理解
の促進と確保・設置の推進が図られたことから、近年ではその
確保数は大幅に増加している。しかしながら、福祉避難所に関
する先行研究では、量的課題が引き続き存在することが示唆さ
れており、自治体による福祉避難所の指定にあたって、「候補と
なる施設が少ない」、「施設側に受け入れ余裕がない」等が課題
とされている。

本調査では自治体における福祉避難所確保の取組状況と合
わせて、福祉避難所を必要とする避難対象者数に対して十分な
キャパシティが確保されているのかを把握するため、避難対象者
数に対する福祉避難所の確保状況を調査した。

図１について、福祉避難所の指定もしくは協定締結（以下「福
祉避難所の確保」）の取組実施状況をたずねたところ、約53%が

「福祉避難所の確保は完了した」と回答した。
また、避難対象者数に対する確保状況を調べるため、避難対

象者数の把握状況もたずねたうえで、確保の取組実施状況と避
難対象者数に対する確保状況でクロス集計を行ったところ、「福
祉避難所の確保は完了した」と回答した自治体のうち、約46％が

「福祉避難所の受入可能人数は把握している避難対象者数を
下回っている」と回答した（次頁図２）。

さらに、次頁図３について、福祉避難所の確保の取組実施状況
と自治体の人口規模でクロス集計を行ったところ、人口1万人未
満の自治体において約77%が「確保は完了した」と回答しており、
1万人以上5万人未満の自治体においても半数以上が「確保は 
完了した」と回答している。一方で、5万人以上10万人未満、10万
人以上の自治体では大半が「福祉避難所の確保は現在実施中で
ある」と回答しており、自治体規模が大きいほど実施中とする回
答者の割合が増加する傾向がみられた。

【図１】福祉避難所の確保の取組実施状況
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以上を踏まえた考察として、「福祉避難所の確保は完了した」
かつ「福祉避難所の受入可能人数は把握している避難対象者
数を下回っている」と回答した自治体では、十分な数を確保でき
たためその取り組みを終えたのではなく、これ以上確保のめど
が立たないために取り組みを終えざるを得なくなったものと推
察される。

加えて、人口規模と確保の取組実施状況のクロス集計では、比
較的小規模な自治体がその取り組みを終えている比率が高いこ
とが分かる。先行研究では候補となる施設が少ないことが確保
の障害となっていることが示されており、特に小規模な自治体で
はこの傾向が強いためにこれ以上の確保が難しい状況にあると
も考えられる。

2021年のガイドライン改定では、一般の避難所内に要配慮者
スペースを設置することが新たに推奨されており、このような取り
組みは福祉避難所の候補施設が限られる自治体では要配慮者
の避難場所を確保する際の新たな選択肢となる。

当該ガイドラインの改定は福祉避難所の定義を拡大するもの
であるが、これに加え、福祉避難所の候補をより広範とするため
に福祉避難所の要件を再定義するようなアプローチも、福祉避
難所の確保数が頭打ちとなっている自治体が確保数を増やすの
に有効であると考えられる。

⑵指定後の取り組みと課題認識から考察する機能
的課題

福祉避難所には、災害時に要配慮者が安全に避難し、十分
なケアや支援を受けられるように準備をしておくことが求められ
る。このような福祉避難所に求められる機能の実効性を高める
ためには、指定後もマニュアルの整備や避難所の設置・運営訓練
などの取り組みを継続的に行う必要があると考えられる。しかし 
ながら、2015年に行われた先行研究では、福祉避難所運営マ
ニュアルを「作成済み」とした自治体は約17％、「訓練をしている」 

【図３】人口規模と福祉避難所の確保の取組状況

【図２】確保の取組状況と避難対象者数に対する確保状況のクロス集計結果
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とした自治体は約20％となっており、福祉避難所が機能するため
の取り組みが十分になされているとは言い難いものであった。こ
のように、福祉避難所の実効性向上や指定後の継続的な取り組
みといった機能的な課題の解決も求められている。

これら機能的課題の解決については、2021年にガイドラインが
改定され、要配慮者の災害発生時における効果的・効率的な避
難行動や福祉避難所機能の実効性向上が期待されているところ
である。

本調査では、今後福祉避難所が指定後に取り組むべき課題を
具体的に把握するため、実際に福祉避難所を開設した際に課題
となったことを施設にたずねた。加えて、先行研究がなされてから
5年以上経過した2022年12月時点において、自治体および福祉避
難所にて福祉避難所指定後にマニュアル作成や研修・訓練など
実効性を高める取り組みが行われているか、改めて調査した。

①福祉避難所の開設や避難者の受け入れと、その備えにかかる
実効性・機能に関する課題
自治体が行う福祉避難所開設に関する研修や訓練の指導状

況は図４のとおりであり、「必要性を感じているが、実施できてい
ない」（36.5%）が最も多かった。「実施していない」（35.9％）と合わ
せて約70％が実施していないと回答し、先行研究と同程度の実
施率となった。

一方、福祉避難所に対して行ったアンケートでは、福祉避難所
に関するマニュアルを定めていると回答した108施設に対して研
修や訓練の実施状況をたずねたところ、研修を行っているのは61
件、訓練を行っているのは54件であり、マニュアルを整備したうえ
で研修や訓練を行っている施設は全体の15％程度であった。

災害時の対応について平時からマニュアルで整理し、マニュア
ルに基づいた研修・訓練を行うことは、その内容に不備や欠落が
ないか検証し、修正する上で欠かせない取り組みである。訓練を
通したシミュレーション（疑似体験）は、福祉避難所を設置・運営

する際に陥る状況や生じる問題の具体的想定につながる。すな
わち、これら訓練等の取り組みが計画的に行われていないこと
は、災害時における福祉避難所のスムーズな開設や実効性に不
安が感じられる結果として読み取ることができる。

②福祉避難所の施設整備にかかる課題
ガイドラインでは、自治体は「施設管理者と連携し、当該施設

が指定福祉避難所として機能し、要配慮者が避難生活を送る上
で良好な生活環境を確保するための必要な施設整備を行う」と
されているが、本調査の結果、自治体ではそれら役割の遂行にあ
たって必要な知識・予算・時間・人材といったあらゆるリソースが
不足していることが示唆された（図５）。

一方、次頁図６では、福祉避難所がその質を高めるために必要
と感じている支援を把握するため、施設が指定時および指定後
に自治体に求める支援をたずねた。結果として「要配慮者支援に
必要な物資・機材」を選択した回答者が最も多く、その他半数以
上の回答者が「人材確保」、「要配慮者の移送手段」、「費用負担」
を選択した。

【図５】福祉避難所の施設整備にかかる課題
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また、図７のとおり、福祉避難所が避難者の受け入れにあたっ
て課題や不安と感じることとしては人手の確保が最も多かった。

さらに、実際に福祉避難所の開設時に困ったことをたずねた
図8では、自治体に求める支援や、課題・不安に感じることで回答
の多かった物資や人手に関する選択肢よりも、「自治体・避難者
と連絡がとれなかった」や、「受け入れのスペースが不足した」と
する回答が多くみられた。

以上、福祉避難所の施設整備にかかる課題や福祉避難所が

設置・運営に際し課題と感じていることに関するアンケートから、
自治体の施設整備にあたり不足しているリソースと福祉避難所
が自治体に求める支援ではほぼすべてのリソースが該当するとの
結果が得られた。

一方で、施設において回答者が全般的に不安視していること
と開設経験を基に挙げられた課題の間で、わずかながらその傾
向に差異がみられた。施設の8割以上が「福祉避難所の運営に関
する人手の確保」に不安があるとする一方で、実際の開設時には 

【図８】福祉避難所の開設時に困ったこと

【図６】福祉避難所が自治体に求める支援

【図７】避難者の受け入れにあたっての課題や不安に感じること
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人手不足よりも受け入れスペースの不足や連絡がとれないと
いった課題を感じた施設が多かった点は、施設が開設時に困難
となることを適切に想定できていない可能性があることを示唆し
ている。このことと、研修・訓練等の取り組みが不足している現状
から、避難者の受け入れや、受け入れ後の避難所運営を円滑に行
うための具体的な想定を欠いている福祉避難所が多いと考えら
れる。今後、施設においては受け入れ時を想定した訓練等を実施
し、災害時における対応力を高めておくとともに、災害対応上の
課題を洗い出しておくことが求められる。

⑶直接避難への理解と取り組み状況

2021年5月に災害対策基本法施行規則の改正およびガイドラ
インの改定が行われ、福祉避難所の指定と受け入れ対象者の公
示、福祉避難所への直接の避難（図9）、協定等による福祉避難
所等の活用および一般の避難所内における要配慮者スペースの
設置などを促進することが追記された。これには、福祉避難所の
確保を促進するとともに、事前に受け入れ対象者を調整して、人
的・物的体制の整備を図ることで、災害時の直接の避難等を促
進し、要配慮者の支援を強化する目的がある。改定の概要をまと
めた内閣府の「福祉避難所の確保・運営ガイドライン 主な改定
のポイント」ではこのような改定となった理由を、「受け入れ対象
ではない被災者が避難してくることにより、福祉避難所としての 

【図９】従来の避難方式と直接避難の違い
（出典：読売新聞オンライン「【独自】高齢者ら「すぐ福祉避難所へ」可能に…災害時の移動負担減らす」を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）

要配慮者への対応に支障を生ずる懸念があるため、福祉避難所
として指定されることに消極的である」とする意見や、「障害者等
については、一般の避難所で過ごすことに困難を伴うことがある
ため、平素から利用している施設へ直接避難したい」との意見が
あるためとしている。また、本調査では受け入れ時に開設指示や
避難者の差配を行う自治体と連絡がとれずに困ったという回答
や受け入れ時にスペースが不足したという回答もあり、直接避難
を行うことでこれらの課題解決も期待できる。

本調査では、新たに取り組みが進められている直接避難の考
え方がどのように受け止められているかを調査し、今後直接避難
を推進するにあたっての課題を把握した。

図10に示すアンケート結果では、約37％の自治体が直接避難
の取り組みを進めていないと回答しており、課題があることが示
唆された。特に、「今後検討したい」とする選択肢ではなく「進め
ていない」をあえて選択していることから、直接避難に対してネガ
ティブな印象を持っている可能性もある。実際、読売新聞が2021
年3月～5月に行った調査によると、回答自治体のうち一般避難所
からの経由よりも直接避難がよいと回答したのは1割程度だった
という。

また、施設に直接避難の印象をたずねた結果は図11のとおり
であり、消極的な回答者が多数を占め、「わからない」とする回答
者が過半数であった。

【図11】直接避難への印象【図10】直接避難の取り組み状況
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福祉避難所の課題・調査

避難対象者以外が避難してくることへの不安についてたずね
た図12では、回答した施設の6割以上が「不安がある」と回答しつ
つも、直接避難に対しては消極的な意見が多いことから、対象者
以外が避難してくるような懸念を払しょくするための取り組みで
もあるという点が認知されていない可能性が高い。

また、直接避難により受け入れに必要な資材・スペース・人手
があらかじめ把握できることや情報の連携がスムーズになること
が期待されるが、前項のまとめでも触れたとおり、これらの課題を
想定できていないために、直接避難のメリットをイメージできて
いない可能性もある。

4 今後の福祉避難所の確保および
機能向上に向けて求められる取り組み

以上の考察から、福祉避難所の量的確保と、災害時における
福祉避難所の機能の向上のためには、以下三点の取り組みが必
要と考える。

⑴福祉避難所となる施設の要件緩和

本調査では、避難対象者に対して十分な福祉避難所を確保し
ている自治体は多くない結果となった。また、十分に確保できて
いないにもかかわらず、確保の取り組みは完了しているとした自
治体も多く、候補となる施設の不足に起因していると考えられる。

このことから、福祉避難所の候補となる施設が増加するよう、
ガイドラインに示される福祉避難所として利用可能と考えられる
施設の要件緩和や再定義が必要と考えられる。

⑵福祉避難所運営にかかる具体的な課題の整理と
機能向上

福祉避難所となっている施設が、開設時に想定される状況や
必要な対応事項について正確に把握できていないことが示唆
された。これは、福祉避難所に指定された後の研修・訓練等の 

取り組みを十分に実施していないことが要因の一つとして考えら
れる。

福祉避難所が災害時に期待される機能を十分に発揮するた
めには、平時から研修・訓練を通じたマニュアルの習熟やシミュ
レーションを行い、災害時に想定される発生事象や必要な対応
事項を具体的に把握しておく取り組みが求められる。

また、研修・訓練の実施の前提となるマニュアルの整備にあ
たっては、自治体が福祉避難所となっている施設に対しマニュア
ルの作成を支援するとともに、平時から協議や情報交換などを積
極的に実施することが推奨される。

⑶直接避難の推進に関する課題解決と理解の醸成

2023年のガイドライン改定により、直接避難を推奨する方針
が策定された。しかしながら、福祉避難所が十分に確保されてお
らず、避難対象者である要配慮者が把握されていないなどの課題
があるため、現段階で福祉避難所側が直接避難に対応すること
は困難であると考えられる。直接避難は、事前の調整不足や情報
共有不足から生じる問題に対する解決策であり、自治体は直接
避難を推進するためにも福祉避難所の量的な確保や避難対象
者数の把握および福祉避難所との連携を行っていくことが求め
られる。また、本調査では、福祉避難所が直接避難について正し
く認識していない可能性が示唆された。自治体は上記課題の解
決と合わせ、福祉避難所となる施設に対して直接避難を推進す
る目的や必要な準備などを説明し、理解と協力を得られるよう努
める必要がある。

 以上
（出典の記載のないものは全てＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）

 

【図12】避難対象者以外が避難してくることへの不安
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要旨
▪日本の総人口は減少傾向にあるが、高齢者は増え続けており総人口の減少ペースは緩やかである。ただし、将来

的には高齢者も減り始めるため、人口減少ペースは加速する。
▪日本を含むアジア諸国では短期間で高齢化が進んでおり、急速な社会変革が求められている。少子化の傾向も

顕著であり、将来の高齢化を深刻化させることが懸念される。
▪生産年齢人口が減少する中、女性や高齢者の労働参加等により労働力人口は2020年以降も横ばい水準を維持

してきたが、今後は減少傾向に向かうことが不可避である。
▪人口減少は環境汚染、交通渋滞等の課題を改善するチャンスでもある。社会変革に対応したシステム・事業モデ

ルを先行構築できれば、海外展開の可能性も展望できる。

日本における少子高齢化の現状1

⑴日本の人口推移

日本の総人口は2010年ごろに約128百万人でピークに達した
後、緩やかな減少傾向にある（次頁図1）。

年齢層別に見ると、14歳以下の人口は15百万人を下回り、
ピーク時の半分以下となっている。生産年齢人口（15～64歳）
は1995年をピークに減少が続く。65歳以上の人口は確実に増
え続け、1950年に5％未満であった高齢化率（65歳以上の人口
が総人口に占める割合）は、2022年には29.0％注１）（世界最高）
に達している。

次頁図2は国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」）
の「日本の将来人口推計（令和5年推計）」（出生中位（死亡中
位））を基に作成したものである。日本の総人口は今後も減少
を続け、とりわけ生産年齢人口の減少が顕著である。2030年ご
ろまで総人口は比較的緩やかに減少し、120百万人以上の人口
を維持する。これは高齢者人口が増え続けているためである。
2045～50年ごろには、いよいよ高齢者人口も減少に転じ、総人

基礎研究レポート

少子高齢化の現実と
人口減少社会への対応

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
基礎研究部 受託調査グループ
マネジャー上席研究員　　　  酒

さ か み

見 友
と も や す

康

口の減少ペースは加速していく。2056年には総人口が100百万
人を下回り、2070年の総人口は87百万人になると予想されてい
る。

今回の推計で、社人研は合計特殊出生率注２）（以下「出生
率」）を1.36としたが（前回推計では1.44）、平均寿命の延伸と外
国人の入国超過数の増加により、総人口の減少ペースが前回
推計よりも緩和される結果となっている。ただし、実際の出生
率は1.33（2020年）、1.30（2021年）、1.26（2022年）と社人研の前
提よりも低位で推移しており、楽観的な推計であるとの指摘も
ある。

⑵少子化の現状

①出生数・出生率の減少
日本の出生数は、第1次ベビーブーム期（1947～49年）には

250万人、第2次ベビーブーム期（1971～74年）には200万人を超
えたが、それ以降は減少傾向が続く。出生数は2016年には100
万人を割り、2019年には90万人、2022年には80万人を下回って
77万人となり、1899年の統計開始以来の最少を更新した。

2022年の出生率は2005年と並ぶ過去最低水準の1.26と 
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なった。2020年、21年の婚姻数が新型コロナの影響により落ち
込んでおり、出生数の減少に拍車をかけた側面もある。出生率
は第1次ベビーブーム期には4.32をつけ、第2次ベビーブーム期

【図１】日本の年齢層別人口と高齢化率の推移（1950-2022）
（出典：内閣府「令和5年版高齢社会白書」（2023年8月）から抜粋のうえ一部修正）

【図２】日本の年齢層別人口と高齢化率の推移（2022-2070）
（出典：社人研「日本の将来推計人口2021-2070 令和5年推計」を基にMS&ADインターリスク総研作成）

【図３】日本の出生数と合計特殊出生率の推移（1947-2020）　　　　　   （出典：内閣府「令和4年版 少子化社会対策白書」）

以降はしばらく2.1台で推移した。2005年に1.26まで落ち込んだ
後は一時的にやや持ち直して1.45（2015年）まで上昇したもの
の、それ以降は再び減少が続いている（図3）。
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②婚姻数の減少
欧米諸国と比べて日本では婚外子の割合が小さく、婚姻数

の減少が出生数に直接の影響を及ぼす。1970年代後半以降、
20歳代を中心に未婚者割合の急激な上昇が見られ、当時は晩
婚化が婚姻数減少の主要な原因と見られていた。しかし、1980
年代以降、30歳代以上においても未婚者割合の上昇が見られ
るようになり、晩婚化と合わせて非婚化も重要な要素であると
見直されている。近年の婚姻数減少は、晩婚化と非婚化の同時
進行を意味している。

なお、結婚した夫婦の子どもの数注３）も減少傾向にあるもの
の、社人研の「第16回出生動向基本調査（結婚と出産に関す
る全国調査）」によれば、1977年の2.19から、2.09（2005年）、1.96

（2010年）、1.94（2015年）、1.90（2021年）とあまり減少していな
い。このことから、晩婚化および非婚化による婚姻数の減少こそ
が、少子化の根本原因であると考えられる。

⑶高齢化の現状

①個人の長寿化
高齢化は個人にとっては長寿化を意味する。2016年に出版

されたベストセラー「ライフ・シフト」では、2007年生まれの日本
人の半分は107歳まで生きるというある研究機関の報告が紹介
されている。決して日本が突出しているわけではなく、同じ年に
生まれた欧米主要国の国民も、いずれもその半数は100歳を超
えるとの結果であり、22世紀には100歳まで生きることが普通
の時代になっているということを意味する。

②高齢化率の国際比較
図４は主要国の高齢化率の推移である。いずれの国にお

いても高齢化率は高まる傾向にあり、世界全体でも高齢化が 

進んでいることがわかる。日本の高齢化率は2000年代前半にイ
タリアを抜いて世界最高となり、現在まで1位を維持している。

最近では韓国や中国の高齢化率が急速に上昇しており、特
に韓国は2040年代には日本を抜いて世界最高になると予想さ
れている。韓国、中国のいずれにもベビーブームの時代があり、
その後に少子化が進んだ結果、その人口ピラミッドはいびつな
形状となっている。中国の場合には、「一人っ子政策（1979～
2016年）」も影響している。中国の出生率は1.18（2022年）と日本
より低く、韓国に至っては0.78（2022年）でＯＥＣＤ加盟諸国の
中で最下位である。

③高齢化の速度
一般的に高齢化率が7％を超えた社会は「高齢化社会」、

14％を超えた社会は「高齢社会」、さらに21％超の社会は「超高
齢社会」と呼ばれる。

また、高齢化率が7％から14％に到達するまでの期間（倍化
年数）は、高齢化の進展のスピードを比較する指標として使用
される。

スウェーデンでは85年、フランスでは115年など、欧州では長
い期間をかけて社会の高齢化が進んだため社会変革にも時間
をかけることができたのに対し、日本（24年）、シンガポール（15
年）、韓国（18年）、中国（22年）などのアジア諸国では、高齢化の
スピードが速く、社会変革のための時間的余裕のなさが問題と
なっている（次頁図5）。

【図４】主要国の高齢化率の推移　　　　　　　　　　　　　（出典：総務省「統計トピックスNo.138 統計からみた我が国の高齢者」（2023年9月））
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 生産年齢人口と労働力人口2

⑴最近10年間の推移

図１でみたとおり、日本の生産年齢人口は減少を続けている
ものの、労働力人口は2019年までは増え続け、以降はおおむね
横ばい水準を維持している。これには、高齢者、女性の労働参
加が寄与している（図6）。

⑵生産年齢人口と労働力人口の違い

図７は生産年齢人口と労働力人口の違いを図示したもので
ある。生産年齢人口は青の枠で囲まれた部分で、15～64歳の
総人口である（A+C）。労働力人口は赤の枠で囲まれた部分で
ある（A+B）。Aの部分は生産年齢人口と労働力人口のいずれ
にも含まれる。Bの部分は65歳以上で就業している者、または
完全失業者注４）（就業はしていないが就業意思のある者）で、 

労働力人口には含まれるが、生産年齢人口には含まれない。 
またCの部分は学生・主婦等で、生産年齢人口には含まれる
が、就業しておらず、またその意思もないため、労働力人口には
含まれない。例えば、専業主婦が働くようになれば、Cの部分が
小さくなり、AまたはBの部分が大きくなる形で労働力人口が
増加する。

⑶労働力確保の方策

①高年齢者雇用の促進
高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（高年齢者雇用安

定法）は、前身の「中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措
置法（中高法）」が1986年に改正されたものである。

2012年改正において企業には原則として希望者全員の65歳
までの雇用確保が義務付けられていたが、2020年改正では、さ
らに65歳から70歳までの就業確保が努力義務として新設され
た。なお、就業確保措置は雇用による措置と創業支援等措置の
二つにより構成される。

【図５】主要国における高齢化率が7％から14％へ達するまでの所要年数　　　　    （出典：内閣府（2023）「令和5年版高齢社会白書」（2023年7月）から抜粋）

【図６】日本における生産年齢人口・労働力人口・就業者数の推移
（出典：総務省「労働力調査（基本集計）2022年（令和4年）平均」（2023年1月）を基
にMS&ADインターリスク総研作成）

【図７】生産年齢人口と労働力人口の違い
（MS&ADインターリスク総研作成）
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②女性の労働参加
日本における女性の社会進出は「雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機会
均等法）」（1985年）が一つのきっかけとなり、2015年には「女性
の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進
法）」が制定された。

社人研の「第16回出生動向基本調査（夫婦調査）」によれば、
女性の第1子出産後の継続就業割合は1985～89年は39.0％で
あったが、仕事と育児を両立できる環境整備が進んだこともあ
り、2015～19年は69.5％と約7割の女性が出産後も継続就業し
ている。

③外国人労働者の受け入れ
外国人労働者を受け入れるための制度としては、技能実習

制度と特定技能制度がある。2022年10月末現在の外国人労働
者数は182万人（10年前の約2.7倍）で、外国人雇用の届け出が
義務化された2007年以降の過去最高を更新した。製造業や卸
売・小売業、宿泊・飲食サービス業などの従事者が多い。

経済成長を背景とする新興国の賃金上昇や円安の進行もあ
り、外国人労働者にとって日本はかつてほど魅力的な働き口で
はなくなっている。世界的に人手不足が深刻化する中、外国人
労働者から選ばれる制度の実現が課題となっている。2022年
12月より技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有
識者会議が開催されており、技能実習制度を廃止し、一定条件
の基で転職を認める新制度を創設する案が提示されている。

⑷人口減少に伴う労働力人口の減少

65歳以上の高齢者人口が増加し続けていることもあり、総人
口の減少はこれまでは緩やかであった。しかし、出生数の減少
傾向は顕著であり、2045～50年ごろには高齢者人口も減少に
向かう見込みであることから、人口の減少ペースはさらに加速

することになる。高齢者、女性の労働参加にも限界があり、外国
人労働者への過度な依存にも問題があることから、これから先
は労働力人口も減少に向かうことは不可避な状勢である。

 

人口減少がもたらす未来3

⑴人口減少で顕在化する問題

①地域間格差の拡大、生活サービス提供機能の低下・喪失懸念
国交省による2050年時点における市区町村の人口減少率の

推計によれば、人口規模が小さい市区町村ほど人口減少率が
高くなる傾向にある。今後は小規模都市のみならず、中規模都
市にも人口減少の波が拡大すると見込まれ、地方圏を中心に
暮らしを支える中心的な生活サービス提供機能をこれまで通
りに維持していくことが困難になる恐れがある（図8）。

地域公共交通のうち、乗合バスについて見ると、三大都市圏
以外については2000年度以降、輸送人員の減少傾向が続き、
2019年度には3割弱、2020年度にはコロナ禍の影響もあって
約5割減少しており、極めて厳しい状況となっている。乗合バス
事業者の収支については、コロナ禍以前は、赤字率が約7割で
あったが、コロナ禍で一層深刻化した。

今後人口減少が進む中、地域の足を支える公共交通機関の
維持が一層困難になると予想されるほか、学校、病院等のサー
ビスについても同様の困難が懸念される。

②経済規模の縮小
経済活動はその担い手である労働力人口に左右される。企

業は人材の採用が難しくなり、その結果として生産力が低下し
て経済成長が鈍化する。また供給面のみでなく、消費性向の高
い若年層の減少は消費需要が減少することも意味している。

【図８】2015～2050年の市区町村の人口規模別人口減少率の推計
（出典：国交省「令和5年版国土交通白書」）
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急速な人口減少が国内市場の縮小をもたらすと投資先とし
ての魅力を低下させ、人々の集積や交流を通じたイノベーショ
ンが生じにくくなり、さらに成長力を押し下げることになる。 
また、労働力不足を補うために長時間労働が深刻化すれば、少
子化に拍車をかけることにもなりかねず、負の連鎖を招きかね
ない。

③社会保障制度と財政の持続可能性
高齢者の割合が増加すると年金や医療などの社会保障制度

に負荷がかかる。社会保障給付費は増加傾向が継続しており、
社会保障制度の持続性が問題となっている。2023年4月、健康
保険組合連合会は当年度の健康保険の平均料率が9.27％にな
るとの見通しを発表した。介護保険料率（1.78％）と年金保険料
率（18.3％）を合わせた医療・介護・年金の合計の社会保険料率
は29.35％と過去最高水準で、賃金上昇を上回るペースで上昇
を続けている。

日本政府は少子化対策の財源として社会保険料の引上げを
検討しているが、社会保障給付の増大とそれに伴う社会保険
料の上昇は、現役世代と事業者にさらなる負担を強いることに
なる。とりわけ現役世代にとっては自らの将来に対する不安を
増幅させ、個人消費の低迷、企業の投資意欲低下につながって
いる。若年層が結婚をためらい、子どもを産み育てることに慎重
になるなど少子化の一因にもなっている。

⑵人口減少社会における恩恵の可能性

①居住用不動産価格への影響
土地の価格は決して下がらないという「土地神話」が隆盛を

極めていた1989年と比較すれば、都市部の商業地域を中心とし
て日本のほとんどの地点で地価は下落している。地価の下落は
不動産所有者にとっては資産価値の減少となる一方で、多くの
人にとって住宅用土地建物が購入しやすくなる効果がある。購
入だけでなく、賃貸住宅の家賃引き下げにつながる可能性もあ
り、特に若年層の生活費を軽減することに役立つ。

ただし、日本の総人口が減少し始めた2008～10年ごろとの比
較では、当時リーマンショックの影響で需要が冷え込んでいた
こともあり、郊外の地価が下落する一方で利便性の高い中心
部の地価はむしろ上昇している。

人口が減少しても地価がなかなか下がらない理由の一つと
して、世帯数がまだ増加し続けていることがある。2023年1月時
点の住民基本台帳に基づく調査では総計6,027万世帯となって
おり、世帯数は調査開始（1968年）以降毎年増加している。社人
研による「日本の世帯数の将来推計（2019年推計）」によれば、
全国の一般世帯総数は2023年をピークに減少に向かい、2035
年までに沖縄県を除く46都道府県のすべてで世帯数が減少す
る見込みである。

地方圏においては既に住宅地の地価および住宅価格の低下
が見られるが、今後は世帯数の減少傾向も鮮明となり、地方圏

を中心に住宅地の地価および住宅価格の下落が加速するもの
と予想する。

②就職・受験における競争の緩和
18歳人口は第1次ベビーブーム期に生まれた団塊の世代が

18歳になる1966年にピーク（249万人）を迎えた。第2次ベビー
ブーム期生まれの団塊ジュニア世代の多くが高校を卒業した
1992年には205万人となり、それ以降は基本的に右肩下がりで
減少を続けている。社人研は、18歳人口が2035年に100万人を
下回り、2044年に80万人を下回ると推計注５）しているが、実際に
はこれらの時期はもっと早まる可能性が高いと考えられる（実
際の出生数は2016年に100万人割れ、2022年に80万人割れと
なっている）。

大学の経営にとっては厳しい状況であるが、受験生にとって
は競争が緩和され、自分の希望する大学に入学できるチャンス
が拡大している。多くの大学が定員割れとなる中、海外留学生
の受け入れを増やしたり、キャンパスを都心に移転させたり、入
学志願者獲得に向けた動きが目立つようになっている。選り好
みをしなければ全員が大学に進学できる状況であり、多種多様
な学部が創設され、選択肢も拡大している。

こうした「売り手市場」は、就職時においても同様である。
1991年のバブル崩壊後の不況時には企業が新卒者の採用を
絞り込み、就職氷河期と呼ばれた。現在では状況は一変して
おり、一人の優秀な学生に複数企業の内定が集中する状況と
なっている。企業にとっては採用難の時代であるが、就職者に
とっては選択肢が広がり、より良い賃金水準、勤務条件を追求
しやすい環境になっている。

③環境負荷の軽減
人口減少社会では、資源の使用量や温室効果ガスおよび廃

棄物の排出量を削減し、環境負荷の低減に寄与する可能性が
ある。ただし、ライフスタイルの変化や高齢化等によって、一人
あたりの環境負荷は増す可能性があり、実際には人口減少が
環境負荷の低減に直結するわけではない。

例えば日本の都市の人口密度と千人あたりの自動車保有台
数の関係を調べてみると、人口密度の低い都市ほど保有台数
が多い傾向がある。地方都市で人口が減少し、過疎化がさらに
進行すれば、自動車依存度はさらに高まり、環境に対する負荷
も増大する。これを防ぐためには、公共交通機関の活用や自動
車の共有・共用、遠隔医療・インターネットショッピングの利便
性向上などが求められる。

このような適切な措置を前提として、環境負荷の低減が期待
される。
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注）

1）2023年9月１5日現在の推計値では、高齢化率29.１％となり、過去最高を更新
している

2）「合計特殊出生率」とは、その１年間における１5～49歳の女性の各年齢別の
出生率の合計であり、１人の女性が一生の間に産むと想定される子どもの数
に相当する。人口千人あたりの年間出生数を「（普通）出生率」と呼ぶことが
あるが、本稿において「出生率」は「合計特殊出生率」とする

3）結婚持続期間１5～１9年の夫婦の完結出生子ども数（夫婦の最終的な出生子
ども数）

4）完全失業者とは、①就業者ではないこと　②仕事があればすぐに就業可能
であること　③求職活動や事業開始を準備していること、の3条件を満たす
者をいう

5）社人研「日本の将来推計人口（令和5年推計）」による
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◦国交省（2023）『令和5年版国土交通白書』
◦社人研（2023）『日本の将来推計人口2021-2070 令和5年推計』
◦清家篤・西脇修編著（2023）『人口減少・少子高齢化社会の政策課題』

中央経済社
◦選択する未来委員会（2015）「選択する未来ー人口推計から見てくる
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人口減少社会を正しく理解し、
正しく備える4

⑴生活の豊かさを取り戻すチャンス

①住生活空間のゆとり
人口が減少すれば生活空間に余裕ができ、ゆとりのある生

活を実現できる可能性がある。住宅価格の低下や混雑の緩和
も期待されるが、人口減少のスピードには地域差が生じてい
る。図8でみたとおり、人口規模が小さいほど人口減少のスピー
ドは速まる傾向があり、人口規模が大きい都市部での人口減
少は緩やかに推移すると予想されている。このため、都会で生
活する多くの人々がゆとりを実感できるまでにはなかなか至ら
ず、地域間格差が生じることになる。

また、世帯の小規模化傾向は住宅内の生活空間にゆとりを
与えるはずであるが、個々の世帯と居住する住宅の間にミス
マッチが生じており、このミスマッチが将来にわたっても解消さ
れない可能性がある。例えば、若年家族世帯が狭小な借家住
まいを強いられる一方、単身となった高齢者が広過ぎる住宅に
居住するというケースである。こうしたミスマッチは賃貸住宅市
場、中古住宅販売市場等が未発達であることも一因となってお
り、人口減少によるゆとり実現のチャンスを生かすため、これら
の住宅市場が適正に機能するような環境整備が必要になる。

②就労に伴う時間的制約の軽減
雇用市場において売り手市場であるということは、被雇用者

は自分にとって働きやすい企業を選びやすくなるということで
あり、また、就労条件についてもこれまでよりも柔軟な働き方が
できる可能性がある。

ここで注意しなければならないのは、全体として売り手市場
であっても、職種ごとに状況が異なることである。IT・デジタル
人財への企業ニーズは根強いが、単純作業は機械化による省
人化が進む可能性もある。またリモートワークが可能な職務
であれば通勤時間を減少させることが可能であるが、リモート
ワークに適さない職務の場合には、通勤するための時間的制
約からは解放されない。

社会全体として就労に伴う時間的制約の軽減は期待できる
が、その度合いは職種ごとに一律ではない。

⑵少子高齢化社会、人口減少社会で見えてくる新
たな市場

2022年5月、米国の著名経営者のイーロン・マスク氏が、ツ
イッター上にて「出生率が死亡率を上回るような変化がない限
り、日本はいずれ消滅するだろう」と投稿し、世間の関心を集め
た。ショッキングな発言として話題になったが、人口減少を悲観
的にとらえるのではなく、発想を転換することにより見え方も変
わってくる。

大量生産・大量消費の社会を経た成熟社会においては、 
消費需要は量から質への転換が生じる。人口減少社会になれ
ば消費者の人生観や生活スタイルは変化し、また多様化してい
く。多様な価値観を持つ消費者が求める商品・サービスを開発
できれば、既存市場の拡大や新たな市場の創出も可能である。
また同時に社会環境整備も重要である。例えば、車椅子の高齢
者・障害者が動きやすい社会（設備環境、サービス等）を構築で
きれば、彼等が外出する機会が増え、消費需要の増加に寄与す
るものと考えられる。

例外もあるが、少子化は主要先進国のみならず途上国にお
いても世界の多くの国で進行する現象である。人口減少社会に
おける生活サービス維持を可能とする街づくりや、新たな社会
要請に応え得る商品・サービスを提供する新たなモデルは日本
のみに通用するものでなく、海外市場にも展開できるものであ
る。急激な少子高齢化、人口減少で世界のトップランナーであ
る日本は、こうした社会に適応できる新たなモデルを先行開発
し、世界全体に展開できる可能性を持っている。少子高齢化、
人口減少に対応できるモデルの構築は、時間的にも空間的に
も余裕のある生活、住宅・都市環境、就労環境など、新たな価
値観を持った社会への転換を進める好機であると前向きにと
らえたい。
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対象期間 ： 2023年9月〜2023年11月 ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
RMFOCUS編集部

Disasters  & Accidents information

災害・事故情報
（本情報は、公開情報およびマスメディアでの報道等をベースに編集し作成しています）
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火災・爆発

●大手自動車メーカー、部品メーカー工場の爆発事故により10日間生産
停止に
大手自動車メーカーは10月23日、停止している工場のラインを26日に
全面再開すると明らかにした。ばねの部品メーカーの爆発事故による
生産への影響が、異例の10日間に及ぶこととなった。車の足回りに使う
ばね製品を調達するめどが立った。
ばねの部品メーカーは自動車メーカーなどから約30人の応援を受け
入れ、事故のあった工場の別ラインで21日から部品の生産を再開。中国
の関係会社での代替生産を進めるほか、九州の関係会社での生産も準
備しているという。
自動車メーカーは事故の起きた10月16日以降に生産ラインを順次停
止し、20日には今回のトラブルで最大となる8工場13ラインへ拡大した。
爆発は10月16日昼、部品メーカーの愛知県の工場で起きた。フル稼働
する自動車メーカーのペースに合わせて急ピッチでばねの生産を続け
ていたが、在庫は限られていたもようだ。

台風・豪雨

●台風の大雨で浸水1,500棟、2人死亡
9月に発生した台風13号に伴う大雨で、福島、茨城、千葉県では床上・
床下浸水が少なくとも1,500棟に上った。浸水で電源を失った役場庁舎は
停電に見舞われた。福島、茨城ではそれぞれ1人の死亡が確認された。
茨城県では、避難情報で最も危険度が高い「緊急安全確保」（警戒レ
ベル5）が北茨城市と高萩市に出され、少なくとも11市町村で約140棟が
床上・床下浸水した。
日立市では県道の法（のり）面などの崩壊が相次ぎ、周辺事業所のト
ラックが巻き込まれた。市庁舎も付近の川が氾濫し、電源機器が水没し
て庁内は停電が続いた。
北茨城市では9日朝、行方不明だった20歳代男性が見つかり、死亡が
確認された。男性の車が前夜、冠水した田んぼで見つかり、県警が付近
を捜索していた。
「緊急安全確保」が出た福島県いわき市では9日午前6時過ぎ、側溝で
倒れていた60歳代男性が見つかり、死亡が確認された。10河川が越水
し、少なくとも1,180棟が床上・床下浸水した。

●リビア洪水、死者・不明1万3千人超か
9月10日、ハリケーンによる大雨がリビアを襲い、人口約10万人の都市
デルナ市内を流れる川の上流に位置する二つのダムが決壊した。最大
で高さ7メートルに達する水流が多くの建物を押し流し、2,200棟以上が
冠水。市街地の30％が、がれきと化すなどして消失した。
世界保健機関によると、16日までに約4千人の遺体が収容され、約9千
人が行方不明になっている。リビア赤新月社（赤十字に相当）は、死者が
1万1千人超に上ると推定。被災地では身元不明の遺体を現場の判断で

埋葬する動きも進んでおり、人的被害の全容把握は困難だ。
リビアは2011年以降の内戦で国土が荒廃。災害時の早期警報システ
ムが、満足に整備されていなかったとみられる。世界気象機関の事務局
長は「警報があれば、事前の避難によって多くの犠牲を防げていただろ
う」と指摘している。

地震・噴火・津波

●モロッコ地震「72時間」経過…死者2,901人　捜索難航
アフリカ北部のモロッコ中部で9月8日夜に地震が発生、11日深夜（日
本時間12日朝）、行方不明者などの生存率が急激に低下するとされる発
生から72時間が経過したが、被災地では外国の救援隊も加わり、捜索・
救助活動が続いている。国営通信は死者が2,901人、負傷者が5,530人に
上ったと伝えた。
現場は山岳地帯で、モロッコ政府は軍も投入して捜索・救助活動を
強化している。外国からもスペイン、英国、カタールの救援隊が10日、モ
ロッコに到着し、捜索活動を開始した。
現地の家屋の多くは土製ブロックを積み上げ、崩れると土砂のように
広がる構造。被災地では一帯にがれきや崩れた土砂が広がり、捜索は
難航している。国営通信によると、死者の99％以上が埋まった状態で見
つかった。
被災者は空き地に張ったテントなどで避難生活を送っている。

工事中の事故

●ビル工事中に15トンの鉄骨落下、作業員2人死亡
9月19日午前9時ごろ、東京都中央区のビル建設工事現場で、クレーン
で設置作業をしていた鉄骨が落下し、男性作業員5人が7階部分から3階
に落ちた。当時、7階部分の梁（はり）5本をクレーンでつり上げて仮留め
する作業をしており、5本目の設置後、クレーンのワイヤを外した際に梁
が落下したとみられ、別の4本も落下した。5人は命綱となる安全帯を装
着して5本目の梁とつながっていたとみられ、2人が死亡。他の3人もケガ
をした。
捜査関係者によると、事故後、工事会社が梁を支えることで支保工に
かかる負荷などを確認した結果、強度が不足していた可能性があると
警視庁の任意聴取に説明したという。警視庁は業務上過失致死傷の疑
いで事故原因との関連を調べている。

●鉄パイプ落下死、業者と遺族和解、1.3億円支払い
和歌山市で2019年11月、ビル工事現場から落下した鉄パイプが直撃
し、下を歩いていた男性が死亡した事故で、男性の遺族が、建設会社側
に約2億円の損害賠償を求めた訴訟が大阪地裁であり、会社側が遺族
に1億3,300万円を支払う内容で和解が成立した。2023年11月1日付。
訴状によると、亡くなったのは当時26歳の通勤途中の銀行員で、12階
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建てのビル最上部で行われていた工事用足場の解体作業中に鉄パイプ
（重さ約5.3キロ、長さ約1.5メートル）が落下し、直撃した。
遺族の妻と長女が2022年7月、両親が同9月、工事を担当した建設会社

（和歌山市）などを相手取り、落下防止措置を怠ったとして提訴。慰謝
料のほか、将来得られるはずだった収入（逸失利益）などの損害賠償を
求めていた。
事故を巡っては、建設会社の社長が業務上過失致死罪に問われ、
2023年5月に和歌山地裁で有罪判決を受け、確定した。

製品安全

●航空機エンジンに亀裂の恐れ、日本メーカーにも巨額負担の可能性
米航空防衛大手は、9月11日、欧州航空機向けエンジンに不具合が見
つかり、大規模点検を行うと発表した。点検のため2026年まで年平均約
350機の航空機が運航停止になる可能性がある。
対象は傘下企業が製造した航空機エンジン600～700基で、欧米メ
ディアによると、部品に亀裂が生じる恐れがあるという。
国内航空会社は運航する機体の1割強にあたる33機が点検対象にな
ると明らかにしたが、当面の運航に影響はないと説明している。
エンジンの開発に参画する国内部品メーカーは業績に影響が出ると
の見通しを発表した。金額は算定次第としたが、企業アナリストは、その
関連費用は8.8億ドル（約1,300億円）に達する可能性があると指摘した。
開発に関わる他の部品メーカーにも負担が発生する恐れがある。

●流しそうめん、93人食中毒、湧き水から菌検出＝石川
石川県の飲食店（流しそうめん）で8月に食中毒が発生し、患者の数
が422グループの計892人と確認されたことが10月に明らかになった。
流しそうめんなどの食事に使われた湧き水から検出されたカンピロバ
クターが原因で、県は水質管理を徹底するよう呼びかけている。
県によると、892人は18都府県の1歳～80代で、うち22人が一時入院し
た。8月11～17日の営業日に湧き水を使ったそうめんやイワナの塩焼き、
かき氷、ウインナーを食べ食中毒になった。
同店は2020年度の営業許可の更新時、年1回の水質検査など必要項
目をクリアしていた。ただ、今回の問題を受けた調査で、日常的な水質
検査が実施されておらず、殺菌装置も正常に稼働していなかったことが
判明した。
同店を経営する事業者はホームページで、損害賠償が終了した時点
で廃業すると明らかにしている。

●ヨーグルト、11万個を自主回収
食品メーカーは11月13日、牛の感染症予防などに使われる医薬品成
分が微量含まれている可能性があるとして、大阪府の工場で製造した
ヨーグルト（400グラム）11万7,618個を自主回収すると発表した。食べて
も健康への影響はないという。
対象は、賞味期限が11月16～18日の商品で、愛知、岐阜、三重、静岡、
富山、石川、福井、大阪、京都、滋賀、奈良、和歌山、兵庫の2府11県のスー
パーなどに出荷されたもの。健康被害は報告されていない。
大阪府が10日、医薬品成分「スルファモノメトキシン」が検出されたと
して、瓶容器入りの牛乳（180ミリ・リットル）4万本超の回収命令を出して
いた。同社は、同じ原材料を使っているヨーグルトも回収が必要と判断
した。

業務遂行上の事故

●送金システム障害、500万件超に影響
銀行間の送金システムの障害が10月10～12日に全国10の金融機関で
発生し、送金と着金合わせて500万件超に影響がでた。システムの構築
を手がけたシステム会社の社長は11月6日の会見で「皆様に多大なご迷
惑、ご心配をおかけした。深くおわびを申し上げる」と謝罪した。同社の
プログラムの不具合が、障害の原因となった可能性が高いと説明した。
障害を起こしたのは、一般社団法人が運営する全国銀行データ通信
システム。
同社によると、障害はシステムと各金融機関をつなぐ中継コンピュー
ター（RC）の更新後に発生。RC上で金融機関名を検索するためのファイ
ルを生成するプログラムに不具合が生じていたという。
利用者や企業に生じた金銭的な被害の補償について、同社社長は

「当社の責任についてしっかりと明確にし、真摯に対応させていただき
たい」と述べた。

情報漏えい

●通信会社の顧客情報900万件流出、元派遣社員が持ち出し
大手通信会社傘下でコールセンターの受託運営会社（大阪市）は10月
17日、約900万件の顧客の個人情報が外部に流出したと発表した。コー
ルセンターのシステムを保守管理するグループ会社の元派遣社員が、
サーバーから個人情報を不正に入手し、名簿業者に渡していた。情報が
商品やサービスの勧誘電話に悪用されたことが確認されたという。
同通信会社を含む少なくとも59組織の顧客の氏名や住所、電話番号
などが2013年7月～23年1月に流出した。クレジットカード情報の流出も
81件あった。運営会社は委託元の詳細を明らかにしていないが、福岡県
は17日、最大で約14万人分の個人情報が流出した可能性があると発表
した。自動車税を期限内に納めなかった人に電話で納税を呼びかける
業務を委託していた。
元派遣社員は2008年6月、通信会社の関連会社（大阪市）に配属され、
システム保守を担当。サーバーへのアクセス権限を悪用し、USBメモ
リーに個人情報をダウンロードして名簿業者に売り渡したとみられる。

●ネット企業、不正アクセスで個人情報44万件流出
インターネット企業は11月27日、自社のシステムが不正アクセスを受
け、通信アプリの利用者や取引先、従業員らの個人情報が、推計で約44
万件流出した恐れがあると発表した。国内利用者はこのうち約13万件。
既にアクセスを遮断しており、漏えい情報を悪用した被害の報告は受け
ていないという。　
同社は「多大なるご迷惑とご心配をおかけする事態となったことを深
くおわびする」とコメントした。
漏えいした恐れがある利用者の個人情報は、個人に割り当てられた

「内部識別子」と呼ばれる文字列や性別、年代、サービスの利用履歴な
ど。識別子は、解析すれば個人が特定できる可能性がある。通信アプリ
でのやりとりやクレジットカードの情報などは含まれない。
取引先で漏えいしたのは主にメールアドレスで、従業員は氏名や部
署なども漏えいしたもようだ。



Information

～中堅・中小企業の「BCPを育てていく取り組み」の自走化を長期間にわたって伴走支援～
レジリード（中堅・中小企業向けBCP育成サブスクサービス）の提供開始

MS＆ADインターリスク総研株式会社（社長：一本木 真史）は、中堅・中小企業の「BCPを育てていく取り組み」の自走化を長期間にわたって支援
するサービス「レジリード」の提供を2023年12月から開始しました。

⑵サービスの利用料金
本サービスの利用料金は、中堅・中小企業の皆さまが長期にわたってご利用しやすい金額に設定しております。
なお、選択いただくプランによって、ご利用いただけるメニューが異なります。

※オプションプランのみ加入することはできません。
※すべてのプランにご加入頂いた場合の利用料は、198,000円／年～となります。
※(4)ＷＥＢ相談の利用料は、クレジットカード払いの場合のみ1時間分無料となります。
※表示価格はすべて税込み価格となります。

3   今後に向けて

1   開発の背景

2   サービスの概要

秀島 弘高（ひでしま ひろたか）

農林中央金庫
エグゼクティブ・アドバイザー（国際規制担当）　

【略歴】
1989年4月～2021年3月 日本銀行勤務。
バーゼル銀行監督委員会メンバー等を歴任。
2021年4月 農林中央金庫入庫。
2022年11月 TNFDタスクフォースメンバー就任。
著作に「バーゼル委員会の舞台裏─国際的な規制はいかに作られるか」
（金融財政事情研究会、2021年5月）がある。

〈本号でお話をうかがった方（敬称略）〉

本サービスを、幅広く中堅・中小企業の皆さまに個別にご案内することはもちろん、自治体や商工団体、金融機関等の皆さまと連携してご案内するこ
とで、安心・安全な地域づくりに貢献をします。また、数多くのサプライヤーを抱える大企業の皆さまと連携してご案内することで、強靭なサプライチェー
ン構築にも貢献をします。
また、中堅・中小企業の皆さまに長期間にわたってご利用いただけるように、今後も訓練ツール等の「育てていくツール」の拡充に努めます。

サービスの詳細：https://www.irric.co.jp/lp/Resilead/

近年、大災害、感染症、サイバー攻撃など、危機が長期化・常態化することが当たり前になり、BCP（事業継続計画：Business Continuity Plan）を
策定する取り組みに加えて、BCPを育てて組織に定着させる取り組みの重要性が日々増しております。
この「BCPを育てていく取り組み」は、例えば、抽出された課題に優先順位をつけて順番に消し込む、繰り返し訓練を実施するなど、長期間にわたっ

て継続して実施することが必要です。この状況を我々は策定の取り組みと比較して「策定は一瞬、育成は一生」と呼んでいますが、特に、大企業に比べて
人手や資金の余裕がない中堅・中小企業においては、長期間にわたる「BCPを育てていく取り組み」の途中で心が折れてしまい、自走できていないのが
現状です。
今般、開発したサービスの名称である「レジリード」は、レジリエンスを学び（Read）、自ら先導する（Lead）するという意味の造語ですが、このように

手間と時間がかかり取り組みの途中で心が折れる中堅・中小企業の「BCPを育てていく取り組み」の自走化を、長期間にわたって伴走支援をする世界
初のサービスです。（MS＆ADインターリスク総研調べ。特許出願中）

⑴メニューの概要
本サービスでは、BCPを育てていく局面として、大きく「作れる」、「見直せる」、「緊急時でも活用できる」、「簡単に相談できる」の4つに整理をしたうえ

で、メニューを構築しています。

そして、それぞれの局面で、途中で諦めてしまうことなく、「育てていく取り組み」を継続するために、以下の特徴を持たせています。

また、各メニューを長期にわたってご活用いただくイメージは以下のとおりです。
松原 稔（まつばら みのる）
りそなアセットマネジメント株式会社　
チーフ・サステナビリティ・オフィサー
常務執行役員　責任投資部担当

【略歴】
1991年りそな銀行入行、以降一貫して運用業務に従事。投資開発室及
び公的資金運用部、年金信託運用部、信託財産運用部、運用統括部で
運用管理、企画を担当。2020年4月りそなアセットマネジメント執行役員責
任投資部長、2023年8月より現職。
2000年 年金資金運用研究センター客員研究員、2005年 年金総合研究
センター客員研究員。
2025日本国際博覧会協会「持続可能性有識者委員会」委員。内閣府
「知財投資・活用戦略の有効な開示及びガバナンスに関する検討会」委
員等多数。主な書籍「新キャピタリズム時代の企業と金融資本市場『変
革』」共著、[実践]人的資本経営　共著他

【（ご参考）画面イメージ】
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MS&ADインシュアランス グループがご提供するリスクマネジメント情報誌
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